
「マリンタウン地区 PPP/PFI 導⼊可能性調査委託業務」
報告書

実施主体名︓与那原町（沖縄県）
受託コンサルタント名︓EY新⽇本有限責任監査法⼈

2021年3⽉



1

⽬次

1．本調査の概要
(1)業務の⽬的と内容 4
(2)与那原町の概況 7
(3)PPP導⼊検討に⾄った経緯・課題 9

2．前提条件の整理
(1)3街区の概況 12
(2)上位計画・関連計画 13
(3)PPP導⼊により町有地等に求められる機能 15
(4)法律、⼟地利⽤制限などの制約 16
(5)与那原町の課題から導き出されるPPP導⼊⽬的の事前整理 24

3．マーケットサウンディングの実施
(1)マーケットサウンディング調査⽅針 26
(2)アンケート及びヒアリング結果 28

4．マーケットサウンディング調査を踏まえた検証
(1)ヒアリング結果と考察 34
(2)解決の⽅向性 37
(3)解決の⽅向性の類似事例 46
(4)与那原町の⽬指すまちづくり 51
(5)与那原町の⽬指す姿 52



2

⽬次
5．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

(1)現状把握及び連携の検討について 59
(2)沖縄県⼤型MICE施設建設計画の検討状況 60
(3)沖縄県へのサウンディング結果概要 61
(4)国内外の魅⼒的なまちづくり事例 63
(5)沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討 66
(6)代表的な連携⽅策の整理 68

6．PPP事業⼿法の検討・財務シミュレーション
(1)事業⼿法の検討及び財政シミュレーションの進め⽅ 72
(2)PPP事業⼿法の検討 73
(3)PPP事業⼿法・スキームの官⺠の役割とリスク分担の検討 74
(4)財源調査 75
(5)財政シミュレーションの条件 76
(6)財政シミュレーションパターンの整理 79
(7)財政シミュレーション結果の概要 80

7．事業⼿法・スキームの定性的評価
(1)事業⼿法・スキームの定性的評価⽀援 83
(2)事業⼿法・スキームの定量的評価⽀援 84
(3)PPP導⼊による地域への経済波及効果 87

8．今後の進め⽅
(1) PPP導⼊に向けた課題の整理と対応策 89
(2)与那原町の⽬指すPPP事業の全体像 90
(3)PPP導⼊に向けた今後のスケジュール（案） 91



3

１ ⽇本政府が主導するスマートシティ政策
1．本調査の概要
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(1)業務の⽬的と内容
1．本調査の概要

XX

① 業務の⽬的
本業務の⽬的は、沖縄県与那原町マリンタウン地区（以下「マリンタウン地区」という。）に存在する町有地及び沖縄県町村⼟地開発
公社与那原⽀社が所有する⼟地（別表１参照）（以下、「3街区」という。）の活⽤について、⺠間事業者の参⼊によるまちの魅⼒向
上及び地域経済活性化を図るため、PPP／PFI の実施に向けた官⺠連携⼿法の導⼊可能性を調査することである。

② 業務の内容
本業務では、官⺠連携事業において必要となる調査の企画及び情報の収
集・整理・分析、マーケットサウンディング調査等を⾏う。 また、マリンタウン地区
において、沖縄県が整備を⽬指す⼤型ＭＩＣＥ施設や隣接する⺠間収益施
設等と相乗的にまちの魅⼒向上を図るため、沖縄県との連携⽅策の検討も併
せて⾏う。
本業務における検討の基礎データの中核をなすのは、マーケットサウンディング
調査である。マーケットサウンディング調査のヒアリング対象事業者は29社 、そ
の内、関⼼表明書兼誓約書提出事業者は26社、アンケート回答事業者は
20社に上った。これらマーケットサウンディング調査で得られたアンケート結果、ヒ
アリング結果のデータベースを元に、客観的・中⽴的な視点で検討を⾏った。
本業務の内容は、以下の通りである。
(i)    本調査の概要
(ii) 前提条件の整理
(iii) マーケットサウンディングの実施
(iv)  マーケットサウンディングを踏まえた検証
(v) 沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討
(vi) PPP事業⼿法の検討・財政シミュレーション
(vii) 事業⼿法・スキームの定性的評価
(viii)今後の進め⽅
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(1)業務の⽬的と内容 ②業務の流れ
1．本調査の概要

▶ 本報告書の業務の流れに沿った各章の関連は以下のフローの通り。

XX

１．本調査の概要

（３）PPP導⼊検討に⾄った経緯・課題

３．マーケットサウンディングの実施

（１）マーケットサウンディング調査⽅針

MS実施

（２）アンケート及びヒアリング結果

仮説検証のため、
マーケットサウンディング調査を実施

２．前提条件の整理

（１）3街区の概況

（４）法律、⼟地利⽤制限などの制約

（５）与那原町の課題から導き出されるPPP
導⼊⽬的の事前整理

（２）上位計画・関連計画
（１）業務の⽬的と内容

（２）与那原町の概況

概要から
前提整理

４．マーケットサウンディング調査を踏まえた検証

（１）ヒアリング結果と考察

（２）解決の⽅向性

（３）解決の⽅向性の類似事例

（４）与那原町の⽬指すまちづくり

仮説検証

６．PPP事業⼿法の検討・財務シミュレーション

マーケットサウンディング調査結果に基づく
PPP事業スキーム検討

（３）PPP導⼊により町有地等に求められる機能

（５）与那原町の⽬指す姿
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(1)業務の⽬的と内容 ②業務の流れ
1．本調査の概要

（1）現状把握及び連携の検討について

（2）沖縄県⼤型MICE施設建設計画の検討状況

（1）事業⼿法の検討及び財政シミュレーションの進め⽅

（3）PPP事業⼿法・スキームの官⺠の役割とリスク分担の検討

（4）財源調査

(5) 財政シミュレーションの条件

（2）PPP事業⼿法の検討

７．事業⼿法・スキームの定性的評価

（１）事業⼿法・スキームの定性的評価⽀援

（２）事業⼿法・スキームの定量的評価⽀援

（1）PPP導⼊に向けた課題の整理と対応策

（３）PPP導⼊に向けた今後のスケジュール（案）

（2）与那原町の⽬指すPPP事業の全体像

PPP事業スキームに基づく財政シミュレーション 沖縄県⼤型MICE計画とPPP事業の関連性を検討

マーケットサウンディング調査/PPP事業スキーム (案)/PPP財政シミュレーション(試⾏)
に基づく対応策・スケジュール

マーケットサウンディング調査によるPPP事業スキーム検討

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

（3）沖縄県へのサウンディング結果概要

（6）財政シミュレーションパターンの整理

（3）PPP導⼊による地域への経済波及効果

(7) 財政シミュレーション結果の概要

（６）代表的な連携⽅策の整理

（５）沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

（4）国内外の魅⼒的なまちづくり事例

６．PPP事業⼿法の検討・財政シミュレーション ５．沖縄県⼤型MICEとの連携の検討

８．今後の進め⽅
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(2) 与那原町の概況
１．本調査の概要

▶ 与那原町の概況を以下の通り整理する。

【位置】
▶ 与那原町は、沖縄本島南部地域の東海岸に位置し、県都那覇市
から東へ約９km の地点にあり、南に南城市、⻄に南⾵原町、北に
⻄原町の１市２町に隣接しており、町全体が那覇広域都市計画
区域に指定されている。

【アクセス】
▶ 主要幹線道路の国道329号と国道331号が交差する位置にあり、
沖縄県の⽞関⼝である那覇市まで⾞で約30 分圏内である。

【⾯積】
▶ ⾯積は、5.18 km2と本島内でも最も⼩さな⾯積で、東⻄⽅向に
約 4.3km、南北⽅向に約 2.1km の⻑⽅形をなしている。

【産業】
▶ ⽔産業の沖合・沿岸漁業やひじき収穫、農業のさとうきび栽培や

ゴーヤー等の野菜栽培、マンゴー等の果樹栽培等がある。
【観光資源】
▶ 軽便与那原駅舎展⽰資料館、綱曳資料館、観光交流施設、与

那原マリーナ等。

出典︓第５次与那原町総合計画、与那原町観光実施計画

出典︓与那原町観光実施計画
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(2) 与那原町の概況
１．本調査の概要

▶ 2020年９⽉末時点の⼈⼝は、20,060⼈、世帯数は8,489世帯である。
▶ 全国的に⼈⼝が減少する傾向にあるなか、マリンタウン地区の整備以降、与那原町の⼈⼝増加は著しく、平成22年
から平成27年の５年間で約2,500⼈増加した。

▶ 近年の⼈⼝増加率は沖縄県下でもトップクラスであり、今後はマリーナの供⽤開始や⼤型ＭＩＣＥ施設の誘致など
により、定住⼈⼝とともに交流⼈⼝の増加が⾒込まれている。
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出典︓国勢調査、与那原町 都市計画マスタープラン 平成30年6⽉、 第５次与那原町総合計画 平成31年4⽉、国勢調査
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(3) PPP導⼊検討に⾄った経緯・課題
１．本調査の概要

▶ マリンタウン地区は、埋⽴により整備された地区であり、当初は、住宅地、商業地、マリーナ等の⼟地利⽤が計画されていた。

▶ しかし、2015年に、東海岸地域の振興と県⼟の均衡ある発展という観点から、住宅分譲地区に県による⼤型MICE施設や宿泊施
設の誘致が決まった。

▶ それに伴い、那覇空港と本地区を直結する与那原バイパスの開通等により都市部とのアクセス向上、良好な景観等の地域条件が重
なり、今後、インバウンド増加、産業雇⽤創出が期待できるエリアとなってきた。

出典︓与那原町観光実施計画 平成30年2⽉、沖縄県ホームページ（中城湾マリンタウンプロジェクト）



10

(3) PPP導⼊検討に⾄った経緯・課題
１．本調査の概要

出典：沖縄県資料より⼀部抜⼯

▶ PPP導⼊の検討するきっかけは、⼤きく以下の３つになる。
①東浜25番地（東浜野球場・テニスコート）については、元々学校予定地を野球場・テニスコートとして暫定利⽤していたが、マリン
タウン地区の⼟地活⽤が住宅地から商業系に変更になった部分の影響を受け、新たに学校建設の必要がなくなった。

②マリンタウン地区は住宅地として開発された埋⽴地であり、現状でも住宅を中⼼に⽣活関連施設（ショッピングモール、コンビニ、飲
⾷店、各種ショップ、学校、公園、スポーツ施設等）が存在している。⼀⽅、那覇空港からの南⾵原与那原バイパス（国道329
号線）の開通、沖縄県の⼤型MICE運営開始が予定されている現状では、3街区についても変化する時代に臨機応変に対応し
た地域活性化が難必要であり、⺠間ノウハウやアイデアの導⼊が必要となった。

③環境の変化が激しく従来型の⾏政主導の施設整備では多⼤な財政負担がかかるため、⾏政負担軽減のため⺠間活⼒を活⽤し
⾏政負担の軽減を図ることが必要になった。
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１ ⽇本政府が主導するスマートシティ政策
2．前提条件の整理



12

(1) 3街区の概況
2．前提条件の整理

▶ 25番地は、マリンタウン地区の⻄側⼊り⼝に位置する。学校⽤地として計画されたが、現在は野球場として、暫定利⽤されている。
▶ 77番地は都市公園法上、都市公園に位置付けられ、周辺住⺠の憩いの場として利⽤されている。
▶ 107番地は、マリンタウン地区の南側⼊り⼝に位置し、現在は駐⾞場として利⽤されている。

東浜77番地
⾯積︓約4.2ha

東浜107番地
⾯積︓約0.2ha

東浜25番地
⾯積︓約2.3ha

1

2

3

出典︓Google Map

東浜77番地

東浜25番地

東浜107番地

N

国道329号

1

2

3

県による⼤型MICE予定地

画像 2021 Maxar Technologies, Planet.comc
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(2) 上位計画・関連計画 ①
2．前提条件の整理

XX

与那原町 マリンタウン地区

【町関連計画】
• 与那原町総合交通基本計画 平成29年3⽉
• 与那原町地域総合交通戦略 平成30年3⽉
• 与那原町観光実施計画 平成30年2⽉
• 東浜地区地区計画 平成26年6⽉
• 与那原町緑の基本計画 平成30年12⽉
• 与那原町景観計画 平成28年3⽉
• 与那原町地域防災計画 平成27年1⽉

【沖縄県計画等】
• マリンタウンMICEエリアまちづくりビジョン 平成29年2⽉
• 沖縄21世紀ビジョン基本計画（改定計画）平成29年5⽉
• 那覇広域都市計画
『都市計画区域の整備、開発及び保全の⽅針』 平成29年6⽉

• 沖縄県マリンタウンMICEエリアの形成に向けたPPP導⼊可能性調査業
務報告書 令和2年3⽉ 等

【町計画】
• 第5次与那原町総合計画 平成31年4⽉
• 与那原町 都市計画マスタープラン（⼀部改訂）平成30年6⽉

【沖縄県、与那原町、⻄原町】
• マリンタウンMICEエリアまちづくりデザイン 平成30年8⽉

整合

整合
即す

▶ マリンタウン地区の整備に関して、与那原町及び県により、各種計画に整備が位置付けられている。
▶ 東浜マリンタウン地区は良好な住環境を⽬的に整備された埋⽴地区である。25番地（野球場）は学校⽤地として
都市計画マスタープラン等で位置づけられているが、現在は、野球場として暫定利⽤されている。

▶ 県のMICE誘致決定に伴い、⼟地利⽤⽅針の転換がなされ、マリンタウンMICEエリアまちづくりビジョンに従った地区
計画の変更等が検討されている。

• 第3次与那原町国⼟利⽤計画 平成30年⼀部改訂
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(2) 上位計画・関連計画 ②マリンタウンMICEエリアまちづくりビジョン
2．前提条件の整理

▶ マリンタウンMICEエリアまちづくりビジョンにおいて、マリンタウン地区では「周辺のまちづくりの展開や、都市基盤の整備
状況、マリンタウン MICE エリア内外に存在するまちづくりの資源や地域特性等を考慮しながら、適正な⼟地利⽤を
誘導するとともに、同エリアの⾻格となる拠点や軸の形成を図り、⽬標とするまちの将来像の具体化に取り組む」という
まちづくりの考え⽅が⽰されている。

軸の考え⽅ ゾーンの考え⽅

出典︓沖縄県 マリンタウンMICEエリアまちづくりビジョン

軸︓主要な施設・場所等を結んだ、⼈、物、情報等の流れ ゾーン︓同じ特性を持った⼟地利⽤が連続して広がる範囲
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(3) PPP導⼊により町有地等に求められる機能
2．前提条件の整理

XX

▶ 当該⽤地については、これまでの住⺠の利⽤状況や⼤型ＭＩＣＥ施設の⽴地を踏まえると以下のように整理できる。

調査対象街区 現状 地域住⺠や関係者のニーズから求められる機能の⽅向性

東浜77番地
（与那古浜公園・

4.2ha）

都市公園（芝⽣、陸上トラック200ｍ） ①⽇常から多くの住⺠に利⽤されていることから、憩いの場として公園機能は継続する必
要がある

②与那原⼤綱曳祭りなどのイベント会場としも利⽤されており、イベント会場としても使え
るようにする必要がある。

③⼀⽅、公園・イベント会場として維持しつつも、利便性・価値を上げるさらなる機能の追
加が必要。

東浜107番地
（駐⾞場・0.2ha）

駐⾞場（約60台） ①現在は、臨時的に駐⾞場として利⽤しているが、駐⾞場としては継続する必要はなく、
周辺には、既存の商業施設等があり、⼤型MICE施設等の整備計画があることから、
これら機能と競合せず、補完機能を担うものが求められる。

②メイン通り（県道77号）沿いにある⾓地であり与那古浜公園の向かいにあることから、
町有地等の付加価値を⾼める中核的な機能を整備したい。

③商業地域の⼊り⼝にあり、⽬を引くデザインと新機能が望ましい。(デザイナーズホテル
等)

東浜25番地
（東浜野球場・

テニスコート・2.3ha）

野球場1⾯、テニスコート2⾯ ①野球場、テニスコートは、住⺠に利⽤されていることから、町⺠の健康増進、スポーツ振
興に寄与する施設、県内・県外からのスポーツ⼤会やトレーニング需要、レジャー需要
に貢献できる公共性の⾼い機能が望ましい。

②町内団体からサッカー施設整備の要望が上がるなど、何らかのスポーツ施設整備が望
まれている。与原公園に野球場とサッカー場の整備計画はある。

③周辺は住宅街となっていることから、周辺住⺠に理解される施設である必要がある。

出典︓Google Map
画像 2021 Maxar Technologies, Planet.comc
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(4) 法律、⼟地利⽤制限などの制約 ①
2．前提条件の整理

▶ 本地区で想定される「法律、⼟地利⽤制限などの制約」について、関連法令、該当条⽂、規定・⼿続き概要をまとめた。
今後、基本計画策定フェーズの中で検討しつつ、対応を決めていく必要がある。

法律 該当条⽂ 規定・⼿続き概要
(2)法律、⼟地利⽤制
限などの制約における該

当ページ

建築基準法

【集団規定】
• ⽤途規制︓⽤途地域による建築物の制
限（法第48条、法別表第2）

• 形態規制︓容積率（法第52条）、建
蔽率（法第53条）、⾼さ等

各⽤途地域における住居の環境の保護や、商業・⼯業等
の業務の利便の増進を図るために、建築することができる建
築物の⽤途に制限がある。
また、併せて、建ぺい率、容積率⾼さ等の制限がかかる。
対象︓全街区

建築基準法上の制限

都市計画法

• ⽤途地域（都市計画法第8条1項）
• 決定権者（都市計画法第15条）
• 都市計画の決定⼿続き（都市計画法第

19条）

建築物の⽤途や建築物の形態制限（容積率、建蔽率、
⾼さ等）について、地⽅公共団体は、都市計画の内容と
して決定する。⽤途地域の変更には都市計画決定が必要
となる。
対象︓全街区

都市計画の変更⼿続き

• 地区計画
（都市計画法第12条の５、建築基準法第
68条の2）

⽤途地域の緩和または強化が可能。
「与那原町地区計画区域内における建築物の制限に関す
る条例」により、「東浜地区地区計画」の制限がかかる。地
区計画の変更には、都市計画決定（都市計画の変更⼿
続き）が必要となる。
対象︓全街区

地区計画の制限

都市公園法

• 公園施設の種類(都市公園法第5条)など 都市公園に設置できる施設の種類
対象︓与那古浜公園公園 都市公園法の制限

• 公募設置管理制度の概要（都市公園
法第5条他）

• 公募設置管理制度の⼿続き（都市公園
法第5条の2〜5条の9）

設置管理許可期間、建蔽率、占有物件の特例が定めら
れている。
対象︓与那古浜公園公園

公募設置管理制度
公募設置管理制度の⼿
続き

• 管理許可制度 （都市公園法第5条、第
5条の2〜5条の9）

都市公園法以外に、地⽅⾃治法、PFI法等で都市公園
における様々な官⺠連携⼿法が定められている。

都市公園における官⺠
連携⼿法
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(4) 法律、⼟地利⽤制限などの制約
②建築基準法上の制限（３街区）

2．前提条件の整理

▶ 本事業で対象とするすべての⼟地は、建築基準法上の住居系⽤途に位置付けられている。
▶ 建設できる施設の制限や必要な⼿続きは、各々の⽤途地域によって異なる。

25番地
(野球場・テニスコート）

77番地
（与那古浜公園）

107番地
（駐⾞場）

⽤途地域 第⼀種低層住居専⽤地域 第⼆種中⾼層住居専⽤地域 準住居地域

敷地⾯積 2.3ha 約4.2ha 0.2ha

建築機銃法
上の制限

建ぺい率/容積率 50%/100% 60%/200% 60%/200%

⾼さ制限 12m なし なし

⽤途制限 「ホテル・旅館」は建築不可。「宿舎」であれ
ば可能。野球場等観覧席は建築不可。 店舗等の床⾯積は1500㎡以下。 店舗、宿泊施設は可能。

その他の制限 • 東浜地区地区計画の「低層住宅地区」
のため、寄宿舎の⽤途は不可能。

• 東浜地区地区計画の「集合住宅地区」
• 都市計画公園のため、建ぺい率2％の制
限。公募設置管理制度を活⽤すると、
12%まで緩和。

• 公園施設として認められるもののみ整備
可能。

• 東浜地区地区計画の
「沿道住宅地区（２）」

現状の規制下で想定される施設
建築⾯積 約11,500㎡
延べ⾯積 約23,000㎡
階数 3階

建築⾯積 約5,000㎡
飲⾷店、売店等の便益施設

建築⾯積 約1,270㎡
延べ⾯積 約4,240㎡
階数 ３階
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(4) 法律、⼟地利⽤制限などの制約
③地区計画の制限（３街区）

2．前提条件の整理

▶ 対象街区は、将来の与那原町における中⼼市街地という位置づけの実現を図り、また、過密市街地の解消を⽬的として埋⽴事業を推進するた
めに、敷地の狭⼩化による建築の過密化、⽤途の混在による住環境の悪化を未然に防⽌し、適正かつ合理的な⼟地利⽤を図ることにより、統
⼀された個性ある街並み形成と⾝近な⽣活空間における良好な環境の形成・保全を図る⽬的のために導⼊された東浜地区地区計画の制限が
かかる。

25番地（野球場・テニスコート） 77番地（与那古浜公園） 107番地（駐⾞場）
低層住宅地区（１） 集合住宅地区 沿道住宅地区（２）

建築物の⽤途制限

次の各号に掲げる建築物を建築⼜は⽤途利⽤してはならない。以下の各号は、各地区の⽤途地域で建築可能なもののうち、制限する⽤途を⽰す。

1. 共同住宅、寄宿舎、下宿
2. 幼稚園、⼩学校、中学校、⾼等学校（ただし、学

校⽤地を除く。）
3. 図書館 等
4. 神社、寺院、教会等
5. ⽼⼈ホーム、⾝体障害者福祉ホーム等
6. 公衆浴場、診療所、保育所等
7. ⽼⼈福祉センター、児童厚⽣施設等
8. 葬祭場 等

1. 幼稚園、⼩学校、中学校、⾼等学校
2. 図書館 等
3. 神社、寺院、教会等
4. 葬祭場 等
5. ⽼⼈ホーム、⾝体障害者福祉ホーム等

1. 図書館 等
2. 神社、寺院、教会等
3. 葬祭場 等
4. ⽼⼈ホーム、⾝体障害者福祉ホーム等
5. ⾃動⾞教習所
6. 畜舎

壁⾯の位置の制限※１ 道路境界線︓1.0ｍ、隣地境界線︓1.0ｍ 道路境界線︓1.0ｍ、隣地境界線︓1.0ｍ 道路境界線︓1.0ｍ、隣地境界線︓1.0ｍ

建築物の⾼さの最⾼限度 敷地地盤⾯から12ｍ以下 ー ー

建築物の形態⼜は意匠の
制限

1. 建築物の外壁及び屋根の⾊については、周辺との調和を図り落ち着いたものとし原⾊はできるだけ避け淡い⾊のものにする。
2. 広告物については､⾃⼰の⽤に供するものとし、美観や⾵致を損なう刺激的な⾊彩⼜は装飾を⽤いたものについては設置してはならない。⼜、周辺の景観に調和する
よう規模や形態等に配慮し秩序あるものにする。

3. 外壁⼜は屋根に設ける設備は、建築物本体及び周辺景観との調和に配慮し、⽬⽴たないよう設置する。
4. 屋外照明は、安全性や美観性に配慮し、⼜、過剰な光量にならないようにする。
5. 敷地内の計画地盤⾼は、造成計画⾯から30ｃｍ以下とする。

かき⼜はさくの構造の制限
※２

1. ⽣け垣等の⾼さは、造成計画⾯から1.8m以下とする。
2. フェンス等の⾼さは、造成計画⾯から1.2m以下とする。
3. コンクリート基礎とフェンスとの併⽤の場合は、造成計画⾯から1.2ｍ以下とし、構造については、可視可能なものとする。
4. コンクリートブロック積等の⾼さは、造成計画⾯から60cm以下とする。

※1 道路境界線及び隣地境界線から建築物の外壁⼜はこれに代わる柱及び出窓の外壁までの距離の最低限度は以下のとおりとする。但し、以下の各号については0.5ｍ以上とする。
1. 外壁及びこれに代わる柱の中⼼線の⻑さの合計が３ｍ以下であるもの。 2. ⾞庫、物置その他これらに類する⽤途に供し、軒の⾼さが2.3ｍ以下でかつ⾯積の合計が５㎡以内であるもの。

※2 かき⼜はさくの構造は、次の各号に適合しなくてはならない。ただし、⾨柱及び意匠上、これに付属する部分はこの限りではない。
出典︓「与那原町地区計画区域内における建築物の制限に関する条例」をもとに作成
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(4) 法律、⼟地利⽤制限などの制約
④都市計画の変更⼿続き（25番地/107番地）

2．前提条件の整理

► 例えば、第⼀種低層住居専⽤地域（25番地）において、都市計画法および建築基準法上の⽤途地域の制限
がありスポーツ施設や宿泊施設等を整備することは出来ないことから、整備する内容によっては、⽤途地域の⾒直し
が必要となる可能性がある。

► また、⽤途地域の変更にあたっては、地区計画も併せて変更する必要がある。
► 過去においても、住居系⽤途から商業系⽤途への変更は困難な事例が多く、⼿続きに6か⽉以上要することがある。

約３ヶ⽉ 約３ヶ⽉

都市計画の
素案の作成

県と事前協議*
（２〜3カ⽉）

都市計画の案の
公告・縦覧
(2週間)

町都市計画
審議会

都市計画
決定 公告・縦覧

県知事の
協議・同意

住⺠利害関係者
による意⾒書提出

► ⽤途地域の都市計画決定権は市町
村にある。ただし、都市計画法第１９
条第３項に基づき、県との協議によ
る同意が必要。

► 都市計画運⽤指針において、県及び
町の総合計画等の上位計画、都市
計画区域マスタープラン等との整合が
求められることが定められている。

出典︓国⼟交通省「都市計画法制」をもとに作成

都市計画変更⼿続きフロー（市町村の場合）

＊県と事前協議は、法で定められているものではない。
法定⼿続きを⽰す。
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(4) 法律、⼟地利⽤制限などの制約
⑤都市公園法の制限（77番地）

2．前提条件の整理

▶ 東浜77番地(与那古浜公園）は、都市公園法に位置付けられた公園であり、公園内に施設を作るためには、都
市公園法上の様々な制限がかかる。

▶ 都市公園内に設置できる施設は、公園施設と占有施設に限定される。
▶ 公園施設と占有施設を合わせた建蔽率は上限が２％と定められている。緩和制度については、次ページ参照。

公園施設

占有施設

都市公園効果を
全うするもの

都市公園の占⽤が公衆のその利⽤に著しい影響を及ぼさず、かつ、必要やむを得ないと認められるものであって、政令で
定める技術的基準に適合する場合に限り、占⽤の許可を与えることができる（都市公園法第７条）

きわめて
公共性が強いもの

都市公園本来の利⽤法
にやや類似するもの

都市公園の効⽤を著しく
阻害することのないもの

• 修景施設（植栽、噴⽔等）
• 休養施設（休憩所、ベンチ等）
• 遊戯施設（すべり台等）
• 運動施設（野球場、プール等）

電柱、電線、⽔道管、ガス管、地下公共駐⾞場、公衆電話等

競技会、集会等のために設けられる仮設⼯作物

標識、災害対策⽤備蓄倉庫、派出所、⼯事⽤施設等

出典︓国⼟交通省「都市公園法の概要」をもとに作成

• 教養施設（植物園、動物園、野外劇場等）
• 便益施設（売店、宿泊施設等）
• 管理施設（⾨、さく、管理事務所） 等
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(4) 法律、⼟地利⽤制限などの制約
⑥都市公園における官⺠連携⼿法（77番地）

2．前提条件の整理

出典︓国⼟交通省「都市公園の質の向上に向けた Park-PFI活⽤ガイドライン」をもとに作成

制度名 根拠法 事業期間 特徴

公募設置管理制度
(Park-PFI)

都市公園法第5条
の2〜5条の9 20年以内

▶ 飲⾷店、売店等の公募対象公園施設の設置⼜は管理と、そ
の周辺の園路、広場等の特定公園施設の整備、改修等を⼀
体的に⾏う者を、公募により選定する制度。

指定管理者制度 地⽅⾃治法 3-5年程度

▶ ⺠間事業者等の⼈的資源やノウハウを活⽤した施設の管理運
営の効率化（サービスの向上、コストの縮減）が主な⽬的。

▶ ⼀般的には施設整備を伴わず、都市公園全体の運営維持管
理を実施。

設置管理許可制度 都市公園法第5条 10年
（更新可）

▶ 公園管理者以外の者に対し、都市公園内における公園施設の
設置、管理を許可できる制度。

▶ ⺠間事業者が売店やレストラン等を設置し、管理できる根拠と
なる規定。

PFI事業
（Private Finance

Initiative）
PFI法 10-30年程度

▶ ⺠間の資⾦、経営能⼒等を活⽤した効率的かつ効果的な社会
資本の整備、低廉かつ良好なサービスの提供が主な⽬的。

▶ 都市公園ではプールや⽔族館等⼤規模な施設での活⽤が進ん
でいる

▶ 都市公園においては、官⺠連携⼿法を⽤いた事業スキームが複数存在する。
▶ 事業の内容等に応じて、いくつかの⼿法を組み合わせることもある。
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(4) 法律、⼟地利⽤制限などの制約
⑦公募設置管理制度（Park-PFI）

2．前提条件の整理

• 都市公園において飲⾷店、売店等の公園施設（公募対象公園施設）の設置⼜は管理を⾏う⺠間事業者を、公募により選定する⼿続き。
• 事業者が設置する施設から得られる収益を公園整備に還元することを条件に、事業者には都市公園法の特例措置がインセンティブとして適⽤される。

条件︓園路、広場等の公園施設（特定公園施設）の整備を⼀体的に⾏うこと

▶ 公募設置管理制度（Park-PFI）は、①公募による事業者選定を必須として事業の安定性を確保すること ②PFI
事業に⽐べ⼿続きが⽐較的（議決を必要としない等）かつ、指定管理者制度と同様の⾏政処分扱いとなること ③
収益施設の設置期間が20年と⻑期のため、⻑期的視点で投資・経営が可能となる特性を持つ。

▶ 77番地においては、Park-PFIにて商業施設を整備し、公園等を特定公園施設として⼀体的に管理する⼿法により、
公共の財政負担を軽減しつつ、都市公園の質の向上を図れる可能性があることから、以下に制度の概要を⽰す。

• 公募設置等計画の認定の有効期間は20年
• その期間に許可申請があった場合は設置管理の許可を与えなければならない。
設置管理許可の期間の上限は10年のままだが、認定期間(上限20年間）内は
更新を保証。

特例１

特例2

特例3

設置管理許可期間の特例（10年→20年）

建ぺい率の特例（2%→12%）例１

専⽤物件の特例例１

• 通常、飲⾷店、売店等の便益施設の建ぺい率は２％。
• 公募対象公園施設については、休養施設、運動施設等と同様に１０％の上
乗せ。

出典︓国⼟交通省 「」都市公園法の改正のポイント、都市公園の質の向上に
向けた Park-PFI 活⽤ガイドラインをもとに作成

公募設置管理制度（Park-PFI）の概要

• 認定公募設置計画に基づく場合に限り、⾃転⾞駐⾞場、看板、広告塔を
「利便増進施設」（占有物件）として設置可能。
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(4) 法律、⼟地利⽤制限などの制約
⑧公募設置管理制度の⼿続き

2．前提条件の整理

▶ 公募設置管理制度（Park-PFI)の実施に当たっては、事業者公募、選定⼿続きは、おおむね以下のような流れが
想定されている。

出典︓国⼟交通省「都市公園の質の向上に向けた Park-PFI活⽤ガイドライン」をもとに作成

⽅針の整理

マーケット
サウンディング

公募設置等指針の
策定

（法第5条の２）

公募設置等計画の
届出

（法第5条の３）

設置等予定者の
選定

（法第5条の４）

公募設置等計画の
認定

（法第5条の５）

基本協定等締結

設置許可の許可等
（法第5条の７、5項

第1項）

地⽅公共団体 ⺠間事業者

• ⺠間活⼒を活⽤した都市公園の整備、管理の⽅針等を整理

• ⺠間の創意⼯夫を発揮できる事業条件を設定することを⽬的にマー
ケットサウンディングを実施

• 都市公園の概要や仮事業条件を定めた「事業概要」等を作成
• 書⾯またはヒアリング等にて⺠間事業差の参⼊意欲、実
施条件等に係る意⾒を聴取

• P-PFIの実施条件等を定めた公募設置等指針を作成・公表
• 作成に当たっては、適宜⺠間事業者等の対話を⾏い、実施条件等
の精査を実施

• 提出を受けた公募設置等計画を学識経験者等の意⾒を踏まえ、
評価、設置等を予定者を選定

• 公募設置等計画を認定

• P-PFIの事業実施条件等を規定し、地⽅教協団体と⺠間事業者等の間の権利・義務等を定めた基本協定書等の締結

• 認定された公募設置等計画及び協定等に基づき、⺠間事業者に
対し、設置管理許可を付与

• 許可を得て公募対象公園施設を整備するとともに、基本
協定等に基づき、特定公園施設等を整備

• 公表された公募設置等指針の条件に従い、⺠間事業者
側の提案である公募設置等計画を提出

都市計画法に定められた⼿続き注
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(5) 与那原町の課題から導き出されるPPP導⼊⽬的の事前整理
2．前提条件の整理

XX

1．町⺠⽬線に⽴った与那原町の⾃⽴したまちづくり計画が必要
① マリンタウン地区は住宅地として開発された埋⽴地であり、現状でも住宅を中⼼に⽣活関連施設
（ショッピングモール、コンビニ、飲⾷店、各種ショップ、学校、公園、スポーツ施設等）が存在してい
る。

② ⼀⽅、那覇空港からの南⾵原与那原バイパス（国道329号線）の開通、沖縄県の⼤型MICE
運営開始が予定されている現状では、外部からマリンタウン地区に流⼊する交流⼈⼝の⼤幅な増
加が⾒込まれ、⼤幅な交流⼈⼝増加による交通渋滞、与那古浜公園（東浜77番地）をはじめ
「3街区に対する利⽤者層のニーズ変化が予想される。」更に、「既存3街区の住⺠利⽤を充⾜し、
地域経済への利益の還元などによるメリットの創出と享受が必要」。

２．与那原町と⺠間事業の整備・運営に係る事業スキームの検討と整備が必要
①沖縄県の⼤型MICE⼤型MICEの効果に期待しつつも与那原町のPPP事業が独⽴して成⽴する
事業スキームの検討と整備が必要。

② 東海岸地域サンライズ推進協議会を中⼼とした広域連携での役割と貢献。
③ 町の魅⼒を上げる⽅策とこれに賛同・協⼒してくれる⺠間事業者と町の提携と関係を維持する事
業スキームの検討と整備が必要。

④ 上記①〜③を成⽴させる時、町の財政負担を軽減しながら、事業を実現すにはPPP事業の導⼊
が必要。

３．環境変化への対応⼒
① コロナ禍後の観光産業等の事業環境、建築要求仕様、国⺠・来訪者の⾏動様式等の変化。
② ⽇本政府より地球温暖化ガスの排出⽬標を2050年までに0とする⽬標が掲げられ、地球温暖化
対策の推進に関する法律では、都道府県及び市町村は、その区域の⾃然的社会的条件に応じ
て、温室効果ガスの排出の抑制等のための総合的かつ計画的な施策を策定し、及び実施するよ
うに努めるものとされている。

１．住⺠満⾜の維持・向上に応える施設
（利便性向上、経済振興等）の整備
と運⽤を町有地等の活⽤で実現する。

２．１の実現に当たっては、与那原町財政
への貢献（本事業から得られる収益と
税収の向上）と⺠間の資本⼒とノウハウ
を活かしたPPP⼿法により、官・⺠それぞ
れの強みを活かした事業とする。

３．近年の事業環境の変化（コロナ禍を
受けた社会・経済の構造変化、地球温
暖化ガス排出⽬標0等）に柔軟に対応
した競争⼒ある事業を町有地等で実現
し、持続可能性の⾼い事業とする。

４．第5次与那原町総合計画（平成31
年4⽉）、与那原町都市計画マスター
プラン（⼀部改訂平成30年6⽉ 追
記）の⽬的（ホテル誘致、観光メニュー
創出）達成に向けて、沖縄県との「連携
を官・⺠両サイドで図れるようなPPP導⼊
プロセス及びPPP事業スキームを取ること
により、沖縄県⼤型MICE施設整備
（PPP事業）による与那原町PPP事業
への上積み効果を獲得する。

与那原町のPPP導⼊の⽬的与那原町の課題

▶ マーケットサウンディング調査前に、与那原町の課題とそれらに対応したPPP事業の導⼊⽬的を検討し、整理した。
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１ ⽇本政府が主導するスマートシティ政策
3．マーケットサウンディングの実施
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(1) マーケットサウンディング調査⽅針
①調査⽅法、調査⼿順

3．マーケットサウンディングの実施

XX

①公募⽅式

• 実施⽅針及び関⼼表
明書を与那原町ＨＰ
にアップ

• 関⼼表明を⽰した企
業の⼀部にコンタクト

②独⾃リスト作成⽅式

• 本事業に関⼼のある
会社を業種別、地域
別等で分類

• その中で個別にコンタ
クトの可否を検討

③紹介⽅式

• 学識等中⽴な第三
者にヒアリングし、紹介
を受けた会社をリスト
アップ

• リストアップした会社は
基本的に全て往訪

マーケットサウンディングの⺟集団の作り⽅（公募⽅式を採⽤）

メリット
市場・業界に、本事業の取り組み
意思を周知することができる。対外
的な説明として公平感がある

デメリット
公募の事務負担、時間がかかる

メリット
事前公募の必要性は無いので楽

デメリット
対外的な説明として、不公平感
（なぜこの会社たちをリストアップし
たのか︖）が出る可能性あり

メリット
⼀定の客観性もあると説明できる

デメリット
偏りが出る可能性あり

関⼼表明書兼誓約書の送付

回答の集計、意⾒等の整理・分析

個別ヒアリングの実施

インフォメーションパッケージ（IP）、
及び回答フォームの送付

ホームページにて公表

マーケットサウンディングの実施⼿順

ヒアリングの整理・分析

報告書作成

▶ マーケットサウンディングは下記①〜③の３⽅式から、公平性、平等性の観点から①公募⽅式を選択。与那原町が県と協議し県
が承認したマーケットサウンディング実施要領（調査実施計画書）を与那原町ホームページに掲載し、⺠間事業者の公募を実
施。2020年10⽉~2021年1⽉にかけ、アンケート調査と個別ヒアリング調査の２段階⽅式によりマーケットサウンディング調査を
実施した。
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(1)マーケットサウンディング調査⽅針
②調査対象

3．マーケットサウンディングの実施

XX

▶ 公募⽅式によりマーケットサウンディングの調査協⼒者を募り、29社からヒアリングを実施し、26社から関⼼表明書
兼誓約書を、20社からアンケートを受領した。与那原町3街区に対する事業のアイデアを聴取するとともに、施設整
備及び運営等に関する意⾒・要望及び参⼊意向を確認した。

企業群の分類 企業数

① 不動産・ホテル事業者 ヒアリング 11社、内アンケート回答企業 7社

②⼩売事業者 ヒアリング 2社、内アンケート回答企業 2社

③建設事業者 ヒアリング 5社、内アンケート回答企業 5社

④イベント企画・
施設運営事業者 ヒアリング 5社、内アンケート回答企業 5社

③その他事業者 ヒアリング 6社、内アンケート回答企業 1社

ヒアリング 計29社、 内アンケート回答企業 計20社

マーケットサウンディング調査アンケート提出事業者



28

(２) アンケート及びヒアリング結果
①参画街区

3．マーケットサウンディングの実施

XX

▶ 3街区（107番地、77番地、25番地）への参画の意向については、「３街区に参加意欲あり」が９社と
最多であり、単独街区への参画よりも複数街区への参画意向が多かった。
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(２) アンケート及びヒアリング結果
②参画形態

3．マーケットサウンディングの実施

XX

▶ 参加形態についてはコンソーシアム型での整備運営に参加意欲ある事業者が10社と最多であり、１社での参画を上
回った。
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(２) アンケート及びヒアリング結果
③複数街区の連携

3．マーケットサウンディングの実施

▶ 複数街区の連携については、現時点では判断できないが最多ではあったが、複数街区の連携を希望する事業者が5社
であり、単独活⽤の４社を上回る結果となった。 ※複数回答は各項⽬にカウントする。
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(２) アンケート及びヒアリング結果
④⼤型MICEとの連携

3．マーケットサウンディングの実施

XX

▶ ⼤型MICEとの関連性については、現時点では判断できない事業者が最多だった。⼀⽅、MICE施設の整備状況が計
画に与える影響は無いか少ないと答えた事業者は8社あった。
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(２) アンケート及びヒアリング結果
⑤活⽤⽤途と課題（意⾒）

3．マーケットサウンディングの実施

XX

駐⾞場
（107番地）

与那古浜公園
（77番地）

野球場
（25番地）

提案のあっ
た活⽤⽤途

・ホテル（複合ホテル含） 6社
・商業流通施設 ３社
・医療モール ２社
・学校系複合施設 １社

公園機能を⽣かす提案
・飲⾷系施設 ２社
・イベント施設 4社
・アウトドア施設 1社

公園機能を⾒直す提案
・商業系施設 １社
・学校系施設 １社

・スポーツ系施設 ５社
・商業流通施設 2社
・分譲住宅 1社
・学校⽤校庭 1社

実現に向け
た課題
（意⾒）

• ホテルの場合、現在の⽤途制
限では満⾜な⾯積が確保でき
ない。

• ホテルの安定稼働のためには、
3街区のバンドリング、他のス
ポーツ系施設との連携、スポー
ツツーリズムによる広域連携など、
更なる観光振興による稼働率
の向上策が必要。

• カフェや飲⾷店舗などPark-PFI
がイメージ出来る

• イベントによる賑わい創出が可能。
⼀過性のイベントだけでなく、地
元と連携した持続可能な取り組
みを⾏うことが望ましい。

• イベント⽤のステージは固定式か
移動式か、詳細な検討が必要。

• スポーツ施設が良いと思うが、単独
での独⽴採算は難しい。建設費⽤
や維持管理費⽤など⼀定の⾏政⽀
援や、他のスポーツ関連施設との連
携によるシナジーを出すなど、採算
改善策が必要。

• スポーツ施設として活⽤するためには
⽤途変更が必要な場合もある。

▶ アンケート及びヒアリング結果から各街区の具体的な「活⽤⽤途」については、下表のとおり107番地はホテル系、77番
地は飲⾷・イベント系、 25番地はスポーツ系での活⽤希望が多数であった。

▶ ⼀⽅で、個別ヒアリングにより、PPP事業実現に向けた課題について、多数の意⾒が出された。
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１ ⽇本政府が主導するスマートシティ政策
４．マーケットサウンディングを踏まえた検証
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(１) ヒアリング結果と考察
①課題（意⾒）の整理と解決の⽅向性

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

１．特⾊のある街づくりのための課題（意⾒） → 「スポーツツーリズム」等の明確な開発コンセプトが必要
①⻄海岸と⽐較して知名度が低い東海岸の存在感を出すためには、「アピール⼒のあるコンセプト」が必要
②当該エリアや東海岸広域の既存インフラを⽣かしながら、なおかつコロナ後の健康意識を捉えれば、 「スポーツツーリ
ズム」を開発コンセプトとするべきとの⺠間事業者の意⾒が多数あった

２．事業を持続可能にするための課題（意⾒） → ３街区を「バンドリング」、更により「広域での連携」に期待
①各街区の単独開発よりも、３街区を効果的に連携（バンドリング）（※）させるべきとの要望が多数。
与那原町内の他のスポーツ関連施設との連携を望む声も多数あり。

②⺠間事業者を呼び込むには、与那原町だけでなく広域からのメリットを享受できることが必要

３．各街区の活⽤⽤途を実現するための課題（意⾒） → 「⽤途地域」「地区計画」等建築規制の緩和
①駐⾞場（107番地）は⽤途地域の変更が必要
⽤途地域を準住居地域から近隣商業地域に変更(建ぺい率・容積率の緩和)が必要
②野球場（25番地）は⽤途地域の変更と地区計画の変更が必要
⽤途地域を第⼀種低層住居専⽤地域から準住居地域に変更 (建ぺい率・容積率・⽤途制限の緩和、⾼さ制限
の廃⽌）が必要。東浜地区地区計画の制限は、⽤途地域に連動するため併せて、地区計画の変更（建ぺい
率・容積率・⽤途制限の緩和、⾼さ制限の廃⽌）が必要

▶ マーケットサウンディングの結果から、本事業推進にあたっての主な課題（意⾒）と解決の⽅向性について下記の
通り整理した。

事業者ヒアリングから⽰された具体的な課題（意⾒）

（※）︓連携（バンドリング）:連携⽅法については、協定書⽅式、同⼀の経営体（PPP事業のSPCが⾏う）、別途設⽴されたまちづくり会社などが連携業務
を⾏うなど、いくつかの⽅法がある。詳細は、次期、基本計画フェーズで検討することになる。
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(１) ヒアリング結果と考察
②沖縄県⼤型MICE施設建設を前提としない⺠間資⾦等による⼟地活⽤

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

XX

▶ マーケットサウンディングの結果から、以下のように①と②の企業提案で、「MICE施設がなくても、⺠間資⾦等で⼟地
活⽤が可能」との⺠間会社が多数を占めた。これらの会社の多くは、スポーツツーリズム関連の⼟地活⽤を⽰唆する提
案が多い。

XX

MICE施設との関連性 可能性のある⼟地活⽤

① MICE施設がなくても、
⺠間資⾦等で⼟地活⽤が可能。
MICEがあった⽅がより良い。

• スポーツ関連施設、カフェ、ワーケーション等複合型宿泊施設
• カフェレストラン、管理運営事業
• スポーツツーリズム、スポーツイベント事業
• 企業と連携した理数系⼤学院、ホテル等

② MICE施設がなくても、
⺠間資⾦等で⼟地活⽤が可能。

• スポーツツーリズム型のホテル
• 屋外イベント施設、カフェ、物販店
• フィットネスクラブ、メディカルモール
• スポーツジム、屋内テニス等のインドアスポーツの施設建設、PPP/PFIコンソーシアムでの⽀援
• コンビニエンスストア、マンション、ホテル
• カフェ、コンビニエンスストア、飲⾷物販店
• ⼩売店舗出店
• コンビニエンスストア出店
• 分譲マンション、商業施設
• ⼾建て住宅、店舗付マンション

③ MICE施設がなければ、
⺠間資⾦等で⼟地活⽤
（の検討）が不可能。

• エネルギーの⾯的供給のため⼤規模エネルギー需要が必要
• MICEに関連した施設を想定しているため現時点では想定できない



36

(１) ヒアリング結果と考察
③その他公有地・公共施設などとの連携の考察

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

XX

▶ マーケットサウンディングにおいて、スポーツツーリズム、観光を主眼に置いた想定で、与那原町、マリンタウン地区内・周辺の施設、
⻄原町、中城村、北中城村、南城市といった東海岸サンライズ推進協議会参画⾃治体のスポーツ施設、観光資源との連携に
より、与那原町マリンタウン地区への魅⼒度を⾼める必要があるとの意⾒があった。

施 設 マーケットサウンディング意⾒ 連携が想定される施設

与那原町内施設
との連携

• マリーナ、パークゴルフ場との連携。
• 合宿誘致でグランドは必要。パークゴルフは⾼齢者に有益。
• スポーツイベント等、⾬天時には観光交流センターとの連携を希望。
• SUP、観光船など運河活⽤のニーズがある
• 町内⻄側⾼台とマリンタウン地区との連携で⼟地活⽤（ホテル誘致等）。
• マリーナエリア、ショッピングセンターとの連携を検討した経緯がある。
• ホテル宿泊者が夜の飲⾷を楽しめる飲⾷店との連携が必要。
• スポーツも飲⾷も夜にも楽しめるように町のライティングが必要。

• 与那原マリーナ
• マリンタウン東浜公園（与那原
パークゴルフ場）

• 与原公園
• 上の森公園（観光交流セン
ター）

• 運河
• 軽便与那原駅舎展⽰資料館
• 与那原町⽴綱曳資料館
• オリオン通り（飲⾷店）

広域施設
との連携

• 道の駅等への直売店を出店。体験漁業（沖合カジキマグロ釣）や⽔路屋台
船や洋上サンライズヨガ久⾼島体験コース（斎場御嶽などのパワースポット）
等の観光産業を促進。

• 総合病院が近接していると患者の家族が宿泊するメリットがある。
• BBQで、⻄原町のイルカ公園、東崎公園、きらきらビーチとの連携に期待
• スポーツツーリズムでは、チーム対戦で近隣⾃治体のスポーツ施設と連携可
• サンフランシスコのフィッシャーマンズワーフのような地域を集約し、サンライズ推進
協議会⾃治体海岸を活⽤しながら賑わいの創出可能性

【⻄原町】
陸上競技場、イルカ公園、東崎公
園、きらきらビーチ

【中城村】
陸上競技場、世界遺産中城城跡、
中城ハンタ道

【南城市・⻄原町・中城村・
北中城村】
近隣市町村の海岸線から海中道
路、久⾼島
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４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

XX

沖縄のスポーツツーリズムといえば、毎年2⽉から始まるプロ野球のキャンプが
有名。
1978年に⽇本ハムが最初にはじめ、40年の歴史を持つ。2021年は9球
団が沖縄に結集。
例年観客数は30万⼈超、経済波及効果は100億円超と⾔われ、まさに
沖縄の⾵物詩となっている。

出典︓沖縄県HP

近年⼈気が上昇しているJリーグのサッカーキャンプ。
2021年はJ1リーグから10チーム、J2リーグから11チームが沖縄でキャンプインして
おり、例年は那覇空港やイオンモール沖縄ライカムなどでPR展⽰なども実施してお
り、ノベルティグッズなどの販売を⾏っている。

▶ アンケート及びヒアリング結果から、東海岸の特⾊ある街づくりのために、⺠間事業者からスポーツツーリズムを活⽤したス
ポーツ系事業の提案が多く上がったため、沖縄のスポーツツーリズムの現状と可能性を調査した。

▶ 沖縄におけるスポーツツーリズムはプロ野球、Jリーグなどのプロスポーツのキャンプからスタートし、2021年プロ野球9球団、
サッカーJ1リーグ10チーム、サッカーJ2リーグ11チームが沖縄でキャンプを実施している。

(２) 解決の⽅向性
①スポーツツーリズム（「観る」スポーツツーリズム︓調査）

プロ野球 プロサッカー
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▶ 2019年の沖縄県内におけるプロ野球春季キャンプの経済効果は141億3100万円で、2018年の122億8800万円
を上回り過去最⾼となった。

▶ オープン戦を含む延べ観客数も約40万8000⼈で過去最⾼を記録。チーム⼈気の⾼まり、SNSを活⽤したPR、ヤクル
トの20周年イベント開催などが奏功した。

出典︓りゅうぎん総合研究所発表資料

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

(２) 解決の⽅向性
①スポーツツーリズム（「観る」スポーツツーリズム︓データ）
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XX

▶ スポーツツーリズムの可能性を調査するために、沖縄のスポーツツーリズムを⽀えてきた⺠間事業者（以下、A
社）に追加ヒアリングを実施。沖縄では野球、サッカーだけではない様々なプロスポーツツーリズムのニーズがある
⼀⽅で、アスリートをケアする施設⾯で⼗分な対応が出来ていないという意⾒（課題）が提⾔された。

（⼀般社団法⼈ ⽇本スポーツプロジェクト協会より資料提供）

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

(２) 解決の⽅向性
①スポーツツーリズム（「する」「⽀える」スポーツツーリズム︓調査）

沖縄スポーツツーリズムの様々なニーズ 沖縄スポーツツーリズムの課題
• ハンガリー男⼥空⼿
・・・豊⾒城 滞在︓約10⽇間

• ニュージーランド・オールブラックス男⼥ラクビー
・・・読⾕村 滞在︓約10⽇間

• フランス男⼦バレー代表チーム 滞在︓約１週間

• 国際少年サッカー⼤会（2019年から開催）毎年開催予定。

• プロ野球のＹ選⼿⾃主トレ（与那原町東浜球場）

• プロバスケＴ選⼿合宿（与那原町観光交流施設）

• セーリング代表合宿 （2021年与那原町で合宿）

• パラアスリート卓球選⼿（軽度知的障害）・・・
2024年⽬指して横浜からトレーニング⽬的で与那原町へ移住

▶ 全てのスポーツ選⼿が利⽤する本格的なトレーニング＆ケア施設
が無い（屋根付き⼈⼯芝）。温泉利⽤できれば更に付加価値
が増す。プロ選⼿だけでなく、マスターズスポーツなどのアマチュアス
ポーツの選⼿にも対応できるトレーニング＆ケア施設が必要。

▶ プロアスリートはアイスバスが必要だが、沖縄では対応できていない。

▶ スポーツと医療との連携ができていないため、万が⼀の選⼿のケガ
などへの対応に不安がある。

▶ 2018頃には、セーリング代表合宿候補地として案内したが、宿
泊先が近くに無いなどの問題もあり断念。

▶ 海外アスリートは家族で来るので、宿泊先やスポーツに特化した
合宿施設、環境があると⻑期滞在が可能となる。

▶ しまなみ海道や⼟浦のサイクリングホテルのように、⼈気スポーツの
需要をもっと取り込めるのではないか。

▶ ITの活⽤によるスポーツDXへの取組みが弱い。
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▶ マーケットサウンディングの⺠間事業者からの課題（意⾒）である「東海岸の特⾊」「スポーツツーリズムへの期待」を実現
し、更にアスリートのケア施設の不⾜等の課題を解決する⼀つの⼿段として、下図のようなトレーニング機能とケア機能を両
⽴できるスポーツの拠点施設（以下、（仮称）ナショナルトレーニング＆ケアセンター）の設置について、A社からアイデア
ベースの提案があった。

（仮称）ナショナルトレーニング＆ケアセンター
出典︓J-Green堺HP)

トレーナースポーツ トレーニング
ドクター

リハビリ

治療

ミーティング

管理栄養⼠

データ

分析定期的な
スポーツイベント

開催

スポーツトレーナに
よるアスリート育成

スポーツドクターの
指導による

リハビリテーション

アンチエイジング
ビューティ
合宿

プロ、アマ団体の
スポーツ合宿

地域医療や専⾨医
による健康管理・
医療連携

管理栄養⼠による
アスリートフード
開発・提供

多様なニーズに
対応した

リラクゼーション

最新のテクノロジー
によるデータ連携

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

(２) 解決の⽅向性
①スポーツツーリズム（「する」「⽀える」スポーツツーリズム︓アイデア提案）
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③ リハビリ
出典︓⾼岡市健康センターHP

④ 健康管理

① スポーツ

② トレーニング
出典︓A社提供資料

出典︓にいかわスポーツドームＨＰ

出典︓神栖市ＨＰ

（仮称）ナショナルトレーニング＆ケアセンター
出典︓J-Green堺HP)

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

(２) 解決の⽅向性
①スポーツツーリズム（「する」「⽀える」スポーツツーリズム︓イメージ）

▶ 「する」「⽀える」スポーツツーリズムのイメージを下記に⽰す。
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XX

(２) 解決の⽅向性
①スポーツツーリズム（「する」「⽀える」スポーツツーリズム︓シナジー効果）

▶ A社の提案による「（仮称）ナショナルトレーニング＆ケアセンター」 は、全てのプロ、アマ、パラスポーツに対応するものであり、
与那原町の観光・スポーツ関連施設だけでなく、より広域的にスポーツ施設と連携することで相互にシナジーが⽣み出されるこ
とを想定している。

（仮称）ナショナルトレーニング＆ケアセンター
出典︓J-Green堺HP)

トレーナースポーツ トレーニング
ドクター

リハビリ

治療

ミーティング

管理栄養⼠

データ

分析
与那古浜公園

⻄原町 ⻄原運動公園

中城村 吉の浦運動公園

与原公園
観光交流施設 パークゴルフ場⼤型ＭＩＣＥ施設

マリーナ

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

出典︓特記あるものを除き、Google Map
画像 2021 Maxar Technologies, Planet.com 地図データ 2021c c

出典︓沖縄県、与那原町、⻄原町
マリンタウンMICEエリアまちづくりデザイン

出典︓Sankei Biz ザ・テラスホテルズ
ホームページ

宿泊施設



43

▶ マーケットサウンディング調査により、「2 (5)与那原町の課題から導き出されるPPP導⼊⽬的の事前整理参照」を達成す
るには、宿泊施設、スポーツ施設、飲⾷施設（イベント施設）の共存共栄が必要であり、個々の施設が営利⽬的に機
能するのではなく、利⽤者のために⼀体的に3街区の最適化を図る経営であること（3街区のバンドリング）が望ましい
というヒアリング結果を得た。

東浜77番地（与那古浜公園）

東浜107番地（駐車場）

宿泊施設
・ホテル（デザイナーズ）
・レストラン
・ワーケーション

東浜25番地（東浜野球場）
既存の公園を⽣かした
飲⾷施設（イベント施設）
・レストラン
（カフェ、バーベキュー）
・野外ステージ
・サブグラウンド

利用者は３街区の相互利用

街区に適応する施設 施設の成⽴要件
東浜107番地
（駐⾞場） 宿泊施設 ・近くに継続して安定需要をもたらす観光施設が必要(MICEは極めて瞬間的需要)

・近くにスポーツ、⼤会・イベントの開催施設から近いことが必要
東浜77番地

（与那古浜公園）
飲⾷施設

（イベント施設）
・町⺠の憩いの場としての集客＋周辺エリアや観光客等の集客⼒アップが必要(安定的需要)
・スポーツ、⼤会、イベントなどによる集客能⼒が必要（瞬間的需要）

東浜25番地
（東浜野球場） スポーツ施設 ・スポーツツーリズムの需要を取り込むため、周辺施設、宿泊施設との近距離での連携が必要

・町⺠もプロ/セミプロでも使えるスポーツ/トレーニング&ケア施設のアイデア提案あり

3街区共通事項 ・政府・与那原町からの公的な⽀援が必要（含規制緩和、政府補助、税制優遇）

（２）解決の⽅向性
②３街区の「バンドリング」

スポーツ施設
・トレーニング＆ケア施設
・宿泊施設（合宿⽤）
・温浴施設
・グラウンド等

事業者も３街区を連携運用

【3街区のバンドリング・イメージ】

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証
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（８）解決の⽅向性 ③⽤途地域の変更
４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

▶ マーケットサウンディング結果から、各街区を活⽤するためには、⽤途地域の変更が必要という声が多く聞かれた。
▶ 変更後に期待されるとの声が多かった⽤途地域及び想定される制限の緩和を下表にまとめた。
▶ なお、今回のヒアリングでは77番地については、⽤途地域の変更要望は無かった。

25番地(野球場・テニスコート） 77番地（与那古浜公園） 107番地（駐⾞場）

現状の⽤途地域 第⼀種低層住居専⽤地域 第⼆種中⾼層住居専⽤地域 準住居地域

建築機銃法
上の制限

建ぺい率/容積率 50%/100% 60%/200% 60%/200%

⾼さ制限 12m なし なし

⽤途制限 「ホテル・旅館」は建築不可。「宿舎」であれば可能。
野球場等観覧席は建築不可。 店舗等の床⾯積は1500㎡以下 店舗、宿泊施設は可能。

その他の制限 東浜地区地区計画の「低層住宅地区」のため、寄宿
舎の⽤途は不可能。

都市計画公園のため、建ぺい率2％の制限。公
募設置管理制度を活⽤すると、12%まで緩和。
公園施設として認められるもののみ整備可能。

東浜地区地区計画の「沿道業務地区(2)」

現状の規制下で想定される施設
建築⾯積 約11,500㎡
延べ⾯積 約23,000㎡
階数 3階

建築⾯積 約5,000㎡
飲⾷店、売店等の便益施設

建築⾯積 約1,270㎡
延べ⾯積 約4,240㎡
階数 ３階

想定される⽤途地域 準住居地域 準住居地域 近隣商業地域

想定される制限の緩和

1. ⽤途制限の緩和（ホテル、旅館は可能。野球場
等観覧席は客席は200㎡未満であれば可能。）

2. 12ｍの⾼さ制限の撤廃
3. 建ぺい率・容積率の緩和（60%/200%）
↓

建築⾯積 約13,800㎡
延べ⾯積 約46,000㎡
(⾼さ制限無）

建築⾯積 約5,000㎡
飲⾷店、売店等の便益施設

1. 建蔽率・容積率の緩和(例︓80%/300%)
↓

建築⾯積 約1,700㎡
延べ⾯積 約6,360㎡
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（８）解決の⽅向性 ③⽤途地域の変更
４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

XX

107番地（駐⾞場）の整備計画（例）

▶ マーケットサウンディング調査によると、107番地では、⽤途地域の変更（準住居地域 から近隣商業地域）により、
①容積率が緩和され、例えば、ホテルの場合、客室数を1.5倍とすることが可能 ②建ぺい率の緩和により、低層部
の商業施設等の充実を図れる との意⾒が出された。

▶ これにより、持続的な開発・運営が可能となる⺠間投資規模が確保可能となる。

建築⾯積︓74０㎡
延べ⾯積︓6,360㎡
８階建て
(ツイン約100室）
駐⾞場はある程度確保し、
不⾜分は与那古浜公園駐
⾞場の⽴体化の検討が必
要。

【図⾯提供】 与那原町

• 道路斜線 勾配1.5 道路反対側より20ｍ
距離をとれば、⾼さ制限がかからない。

• 隣地斜線 隣地無し

• 道路斜線 勾配1.25
• 隣地斜線 隣地無し

建ぺい率を35％で建築する場合

建ぺい率を80％で建築する場合

敷地⾯積︓2,121㎡
建築⾯積︓1,270㎡
延べ⾯積︓4,240㎡
3階建て
(ツイン約60室）
駐⾞場確保が困難。

変更後の⽤途地域︓近隣商業地域、建ぺい率︓80％、容積率︓300％
⽤途地域変更後に建築可能な建物

建築可能な建物

建築可能な建物
建築可能な建物

建築⾯積︓1,700㎡
延べ⾯積︓6,360㎡
４階建て
(ツイン約100室）
駐⾞場確保が困難。

現状の⽤途地域︓準住居地域
建ぺい率︓60％、容積率︓200％

現状で建築可能な建物

客室数 約1.6
倍に増加

客室数 約1.6
倍に増加
駐⾞場有



46

(３)解決の⽅向性の類似事例 ①

XX

▶ 本事業では、25番地（野球場・テニスコート）がスポーツツーリズムの拠点施設として、77番地（与那古浜公園）
が市⺠に憩いの場を提供する広⼤な芝の公園でありつつ市⺠サービス向上とイベント開催機能の向上が必要ような
施設として、 107番地（駐⾞場）が与那古浜公園に隣接するホテルが有⼒ではないかということから、以下の通り事
例調査を⾏った。

事例抽出の視点 事例 本調査の参考になる点

25番地
野球場・テニス

コート

スポーツツーリズム
拠点施設

• 県⽴カシマサッカースタジアム（指
定管理）

• 施設内に管理者がいるものの、管理者
が、フィットネスやスキンケア事業、スポー
ツクリニック、カフェダイニング、鍼灸・マッ
サージ事業、その他イベント等を⾏うス
ポーツツーリズムの1パターンをなす事例。

77番地
与那古浜公園

都市公園における
官⺠連携事業

• としまみどりの防災公園（Park-
PFI＋指定管理者制度）

• 南池袋公園（管理許可＋管理
委託）

• 公園本来の機能を維持しながら、収益
施設の導⼊等の⺠間活⼒の導⼊によ
り、活性化を図った事例。

107番地
駐⾞場

公有地における宿
泊施設

• 国⽴⼥性会館（コンセッションｘ
ホテル）

• 107番地（駐⾞場）は道路を隔たり
ながらも77番地（与那古浜公園）に
隣接する位置にあり107番地にホテル
事業が有⼒候補であることから、PFI⼿
法による宿舎事業が参考となる事例。

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証
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(３)解決の⽅向性の類似事例 ②スポーツツーリズム拠点施設

XX

⼿法 指定管理
発注者 茨城県

所在地 茨城県⿅嶋市

施設概要

• 敷地⾯積︓10.7ha 、建築⾯積︓30,449m2、 廷床⾯積︓85,019m2
• 規模・構造︓鉄筋コンクリート造＋鉄⾻鉄筋コンクリート造＋鉄⾻造地上 6
階建て

• 収容⼈数︓40,003 ⼈ うち⾞椅⼦席 140 席
• 観客席︓2 層式スタンド（全席背もたれ付独⽴シート）
• 付帯設備︓⼤型映像画⾯（2 基）、2000 ルクス夜間照明、⾝体障害者
⽤エレベータ（2 基）

• フィールド︓115m×78m天然芝（芝種︓シーショア・パスパラム）／フィール
ド内スプリンクラー／地温コントロールシステム（アンダーヒーティング）

• 公営駐⾞場︓1,885 台

事業期間 10年間

官⺠の役割分担
公共 ⼟地所有、施設整備、施設所有、⼤規模修繕

⺠間 施設運営管理

► スタジアムの⽤地及び建物は県が所有し、コンテンツホルダーである㈱⿅島アントラーズ・エフ・シーが指定管理者として、スタジアム
の維持管理運営を担当。施設利⽤料は指定管理者の収⼊となっている。

► 指定管理者は、フィットネスやスキンケア事業、スポーツクリニック、カフェダイニング、鍼灸・マッサージ事業、その他イベント等、 多彩
な⾃主事業により指定管理料以上の収益を上げている。

► 指定管理者は、併設施設として、ウェルネスプラザでフィットネス やスキンケア事業を展開。その他、ボルダリングウォール、バックスタン
ド側のフィットネスクラブをリニューアル（温浴施設含む）等も整備し、県のスポーツツーリズム拠点となっている。

出典︓茨城県「指定管理者による公の施設の管理運営状況」、スポーツ庁「スタジアム・アリーナ改⾰推進の取組」をもとに作成

県⽴カシマサッカースタジアム

出典︓ ⿅嶋市ホームページ

茨城県

(株)⿅島アントラーズ・
エフ・シー

県⽴カシマサッ
カースタジアム

指定管理者
として指定

（10年更新）
指定料

維持管理運営

利⽤料収⼊
⾃主事業収⼊

スタジアム
整備・改築

スキーム図

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証
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(３)解決の⽅向性の類似事例 ③都市公園における官⺠連携

XX

⼿法 Park-PFI（カフェ・ショップ）＋指定管理者制度
発注者 豊島区／UR

所在地 東京都豊島区

施設概要

約17,000㎡

公園事業 園路広場、休養・便益・遊戯・管理・防災・
修景施設

⺠設⺠営事業 便益・休養・遊戯施設

道路事業 仮設道路、⾞道、歩道、その他付帯施設

事業期間 20年

業務内容
① 事業対象区域の整備及び管理運営
② 公募対象公園施設（便益、休養、遊戯施設）の設置
③ 特定公園施設（外構）の設置

官⺠の役割分担
公共 ー

⺠間 公募対象公園施設の設置、管理（Park PFI)
公園全体の管理・運営（指定管理者制度）

► 造幣局跡地において、防災機能を備えた賑わいの拠点の創出を⽬指し、整備された。
► 国内2例⽬のPark-PFI事業。
► 公園全体を指定管理者による管理とし、公募対象公園施設は指定管理者の⾃主 事業として位置づけ、設置許可を受けて管理。
► 特定公園施設は、事業者が全額負担し整備したのち、区に譲渡し、管理許可により認定計画提出者が管理（使⽤料免除）。

出典︓豊島区ホームページ、「（仮称）造幣局地区防災公園における便益施設等の公募設置等にかかる募集要項」、平成31年度池袋駅周辺地域再⽣委員会「としまみどりの防
災公園整備事業に関する協議状況」 をもとに作成

（仮称）造幣局地区防災公園における便益施設等の公募設置等（としまみどりの防災公園、としまキッズパーク）

スキーム図

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証
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(３)解決の⽅向性の類似事例 ④都市公園における官⺠連携

XX

事業⼿法 管理許可（カフェ・ショップ）＋管理委託

発注者 東京都豊島区

所在地 東京都豊島区

施設概要

約7,800㎡

公募対象
公園施設 レストラン、カフェ

特定
公園施設

芝⽣広場、多⽬的広場、サクラテラス、
キッズテラス、管理施設等

官⺠の役割分担

公共 整備費、維持管理経費

⺠間 運営管理
ゴミ処理、植栽管理、利⽤指導

► 芝⽣広場・ポケットパークは区が公園事業として整備、カフェの運営は運
営管理許可、公園の管理運営は管理委託による。

► 地元や近隣住⺠の代表者で「公園をよくする会」を設⽴。公園をよくする
会で持込事業等の受け⼊れ可否を判断している。

► 公園をよくする会は収益施設の売上の⼀部を活動原資にしている。

出典︓豊島区ホームページ、、株式会社グリップセカンドホームページ、国⼟交通省 「まちなか公共空間等における「芝⽣地の造成・管理」に関する懇談会 まちなかオープンスペース〜芝⽣の
チカラ〜 第３回 をもとに作成

出典︓（株）ランドスケーププラスホームページ

南池袋公園

カフェ（公園施設）
整備

維持管理費

スキーム図

豊島区 株グリップセカンド

南池袋公園

管理許可
（10年間）

建物使⽤料

管理運営

南池袋公園をよくする会
（公園運営組織）

寺町関係者

学識経験者

カフェ

運営 収⼊

町会
商店会

⻄部造園（株）
• 芝⽣・低⽊の植栽管
理

• 豊島区より委託

（株）グリップセカンド
• 公園内でカフェを運
営

南池袋公園をよくする会
• 南池袋公園でのイベ
ント審議

• イベント実施

売上の0.5%を寄付

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証
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(３)解決の⽅向性の類似事例 ⑤公有地における宿泊施設

XX

事業⼿法 コンセッション（混合型）

発注者 独⽴⾏政法⼈国⽴⼥性教育会館

所在地 埼⽟県⽐企郡

施設概要

敷地⾯積 102,252 ㎡、延床⾯積︓26,975 ㎡
本館︓8,509 ㎡、宿泊棟 A︓4,609 ㎡、宿泊棟 B︓2,504 ㎡、
宿泊棟 C︓1,548 ㎡、実技研修棟︓322 ㎡、研修棟 7,470 ㎡、
体育館︓1,206 ㎡、響書院︓198 ㎡、和庵 18 ㎡、
テニスコート︓2 ⾯

事業期間 10年間

官⺠の役割分担

公共 施設の所有、研修事業、調査研究事業、広報/情報発信
事業、国際貢献事業等の企画・実施

⺠間
運営権実施契約に基づく業務
維持管理契約に基づく業務
施設の増改築

► 独⽴⾏政法⼈国⽴⼥性教育会館（ヌエック）が研修や宿泊・研修施設等にコンセッション⼿法を導⼊した。
► 資産の有効活⽤と利⽤者の⽴場から⾒たサービス⽔準の向上を⺠間活⼒の導⼊により実現した。
► 全ての維持管理・運営業務を⼀括して実施するのではなく、維持管理業務については運営権実施契約とは 別に維持管理契約
を締結し、適切な対価を⽀払うことで⺠間事業者の参画を促している。

出典︓内閣府「PPP/PFI事例集」、⼀般財団法⼈地域総合整備財団「公共施設等運営権⽅式による事業に係る調査・研究 報告書」をもとに作成

出典︓国⽴⼥性教育会館の在り⽅に関する検討会資料

国⽴⼥性教育会館公共施設等運営事業

スキーム図

出典︓ 「公共施設等運営権⽅式による事業に係る調査・研究 報告書」

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証



51

(４) 与那原町の⽬指すまちづくり （ヒアリング等の結果とりまとめ）
４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

与
那
原
町
の
次
世
代
の
ま
ち
づ
く
り

⼟
地
利
⽤

利
⽤
者

3街区⼀体の⼟地利⽤・
MICEとの連携3つの補完しあう機能

XX

宿泊施設

スポーツ施設 飲⾷施設

⼤型MICE
利⽤者

スポーツツーリズム
利⽤者

⽬指すまちづくりの概念

▶ マーケットサウンディング及び事例調査により、以下の論点が与那原町のまちづくりに必要という結果が得られた。
①⺠間投資を呼び込むには⼤型MICE施設の整備と連携しつつも同施設の整備の進捗状況に関わらず成⽴する事業モデル。
②町⺠にも⽀持・利⽤され、県外からも利⽤される3街区独⾃の集客能⼒を構築するために、スポーツツーリズム施設の整備、⼤型

MICEと連携したイベント開催機能の整備。
③3街区の連携により経営の効率化・魅⼒向上のための、3街区を1事業体で開発運営するバンドリングスキーム（⼀体運営）。
④公共性・継続性担保のための与那原町の永続的な関与（公共関与）。

与
那
原
町
の
永
続
的
な
関
与
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（5）与那原町の⽬指す姿 ①各街区のイメージ（全体）
▶ マーケットサウンディング調査により、とりまとめた対象街区の類似施設イメージ。

出典︓独⽴⾏政法⼈⽇本スポーツ振興センター
ホームページ

東浜25番地

出典︓Google Map

ホテルイメージ

出典︓Sankei Biz ザ・テラスホテルズ 出典︓FLAP COFFEE and BAKE SHOP 普天間店

東浜107番地3

1

屋内テニスコートイメージ

出典︓豊島区ホームページ

東浜77番地2

カフェイメージ

イベントイメージ

芝⽣のある公園イメージ

（仮称）与那古浜Park＆Cafe

（仮称）Yonabaru パークホテル

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

トレーニング施設イメージ

（仮称）ナショナルトレーニング

＆ケアセンター
出典：J-Green堺HP

注︓写真は類似施設のイメージ



53

（5）与那原町の⽬指す姿 ②25番地のイメージ
４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

東浜25番地（野球場・テニスコート）の整備計画（例）
▶ マーケットサウンディング調査によると、東浜25番地（野球場・テニスコー
ト）では、野球場兼サッカー場、屋内テニスコート等で構成される複合ス
ポーツ施設等を整備する意⾒があった。

【マーケットサウンディングによる想定施設・設備】

１．スポーツ競技場（含︓ロッカー、作戦ルーム）
２．屋内テニスコート
３．フィットネス施設（含︓プール、温泉施設）
４．宿泊施設
５．ワーケーション設備 等

出典︓独⽴⾏政法⼈⽇本スポーツ振興センター
ホームページ

出典︓独⽴⾏政法⼈⽇本スポーツ振興センター
ホームページ

出典︓独⽴⾏政法⼈⽇本スポーツ振興センター
ホームページ

グラウンドイメージ

トレーニング施設イメージ

温泉施設イメージ

屋内テニスコートイメージ

屋内プールイメージ

出典︓独⽴⾏政法⼈⽇本スポーツ振興センターホームページ出典︓J-Green堺ホームページ
注︓写真は類似施設のイメージ

出典︓Google map
画像 2021 Maxar Technologies, Planet.com 地図データ 2021c c
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（5）与那原町の⽬指す姿 ③107番地のイメージ
４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

駐⾞場（東浜107番地）の整備計画（例）
▶ マーケットサウンディング調査によると、駐⾞場（東浜107番地）は、ホ
テルやワーケーション施設を整備する意⾒があった。

【マーケットサウンディングによる想定施設・設備】
１．デザイナーズホテル
２．商業施設（含︓レストラン）
３．ワーケーション設備 等

ワーケーションスペースイメージ

出典︓PEN hotel it. osaka
shinmachi ホームページ

カフェイメージ

出典︓
https://feeljapan.net/okinawa/article/2020-03-
27-12272/ FLAP COFFEE and BAKE SHOP 普天
間店

ワーケーションイメージ

出典︓Sankei Biz ザ・テラスホテルズ
ホームページ

ホテルイメージ

注︓写真は類似施設のイメージ

出典︓Google map
画像 2021 Maxar Technologies, Planet.com 地図データ 2021c c
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（5）与那原町の⽬指す姿 ④77番地のイメージ
４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

東浜77番地（与那古浜公園）の整備計画（例）
▶ マーケットサウンディング調査によると、与那古浜公園は、MICE機能と連
動してイベント機能、商業施設等を整備する意⾒があった。

【マーケットサウンディングによる想定施設・設備】
１．芝のある公園
２．商業施設（含︓カフェ、バーベキュー）
３．野外ステージ（収納式）
４．イベント会場
５．グラウンド 等

出典︓豊島区ホーム
ページ

出典︓豊島区ホームページ 出典︓豊島区ホームページ

出典︓豊島区ホームページ

イベントイメージ
芝⽣のある公園イメージ

カフェイメージ
公園イメージ

注︓写真は類似施設のイメージ

出典︓Google map
画像 2021 Maxar Technologies, Planet.com 地図データ 2021c c
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（5）与那原町の⽬指す姿
⑤広域連携の必要性 町内施設の連携

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

XX

出典︓与那原町⽴軽便与那原駅舎

与那原町⽴綱曳
資料館

観光交流施設

東浜きょうりゅう公園

板良敷ドライブライン

マリンタウン東浜公園 与那原パークゴルフ場

与那原マリーナ

▶ 与那原町内の様々な公共施設等と連携することで、
魅⼒的なまちづくりにつながるとの意⾒があった。

1

２

３

４ ５

６

７７

６

５

４

1

２
３

出典︓沖縄県与那原町観光ポータルサイト「与那原NAVI」、与那原町⽴軽便与那原駅舎

出典︓Google map 地図データ 2021c
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（5）与那原町の⽬指す姿
⑥広域連携の必要性 近隣⾃治体との広域連携

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

XX

きらきらビーチ

世界遺産中城城跡

久⾼島︓島の暮らしとつながる南城市久⾼島観光交流サイト

中城ハンタ道 中城観光協会

マリンタウン地区

うるま市海中道路

▶ 東海岸の近隣⾃治体の施設や観光地との連携やサイクルツーリズムなどの
イベントによる連携により、本事業の３街区だけでなく、町全体の魅⼒向上
につながるとの意⾒があった。

⻄原運動公園

1

２

３

５

７

６

1

２

３

５

６

７

サイクルツーリズム

４

出典︓与那原町、中城村、うるま市、⻄原市ホームページ

４

出典︓Google map 地図データ 2021c
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１ ⽇本政府が主導するスマートシティ政策
５．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討
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(1)現状把握及び連携の検討について
５．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

▶ 3街区におけるPPP事業の実施においては、沖縄県が整備する⼤型MICE施設計画との連携⽅法が重要であり、マー
ケットサウンディングでも、3街区のみでの事業化・ビジネスモデル構築が可能という意⾒に加えて、⼤型MICE施設との連
携による更なる収益向上可能性についての⾔及も⾒られた。

▶ ここでは、県⼤型MICE施設計画の状況を整理し、連携⽅法について検討する。

▶ 現状把握
▶ 沖縄県においては、新たなこれまで、平成28年度に基本計画を、平成29年度にまちづくりビジョンを策定する等取
組を進めてきたところだが、令和元年度以降、新たな基本計画策定に向けて取組を進めてきている。

▶ ここでは、沖縄県が公表した調査報告書や、住⺠説明会資料等を元に、連携に関連する部分について、調査、整
理した。

▶ 連携の検討
▶ 国内外の⼤型MICE施設を含めたまちづくり事例を調査し、本事業への適⽤可能性について検討した。
▶ また、3街区における公募等の事業の進め⽅を勘案し、公募選定、運営段階での連携⽅策について整理検討した。
▶ ⼤型MICE施設との連携⽅策において、現時点で想定される、運営⾯の検討について、敷地が近接する東浜77
番地での連携⽅策について、想定される実施内容等について検討を⾏った。
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(2)沖縄県⼤型MICE施設計画の検討状況①
５．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

XX

▶ MICE施設を含むマリンタウンMICEエリアの形成に関する住⺠説明会(2020年10⽉27⽇開催)では、以下の事項が
新たに説明された。以下の①〜⑤の点において、与那原町では沖縄県と連携して検討を進めている。

▶ 基本計画の素案として、以下の項⽬が検討されている。
▶ ① 事業コンセプト ︓持続可能な開発⽬標（SDGｓ）への貢献、新型コロナウイルス流⾏後の新常態に対応した成⻑戦略への寄与
▶ ② 施設計画 ︓周辺公共施設の利活⽤計画（ビーチ、マリーナ、道路、⽔路、公園）
▶ ③ ⾏動計画 ︓エリアの魅⼒向上計画、エリアマネジメント活動の⽅向性
▶ ④ 事業スキーム ︓周辺公有施設の利活⽤及びエリアの魅⼒向上にあたっての基本的考え⽅とエリアマネジメント⼿法
▶ ⑤ スケジュール ︓下図参照

▶ 当初、令和３年度に具体的なエリマネ推進検討がなされる想定だったが、令和2年度の基本計画策定が遅延すること
で、全体スケジュールが遅れることとなった

出展︓沖縄県マリンタウンＭＩＣＥエリアの形成に向けた基本計画の検討状況についてＭＩＣＥ推進課作成資料（令和２年10⽉）をもとに作成

※「基本計画調整」が
加えられ、令和2年度内
の基本計画策定が⾒送

られている。

※
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(3)沖縄県へのサウンディング結果概要①
5．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

XX

出典︓沖縄県マリンタウンMICEエリアの形成に向けたPPP導⼊可能性調査業務 報告書（公表版）令和2年3⽉

▶ 沖縄県は、令和元年に⼤型MICEのサウンディング調査を実施した。
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(3)沖縄県へのサウンディング結果概要②
5．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

XX

▶ 沖縄県は、令和元年に続き、令和２年にも⼤型MICEの事業説明会合同サウンディング調査を実施した。結果概要
は以下の通り。

出典︓沖縄県マリンタウンMICEエリアの形成に向けたPPP導⼊可能性調査業務 報告書（公表版）令和2年3⽉
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(4)国内外の魅⼒的なまちづくり事例 ①
5．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

XX

▶ 魅⼒的なまりづくりをつくるためには、個別の敷地ではなく、地域全体のまちづくりを考えることが重要であることから、本
調査では、MICE等の⼤型施設を含む周辺エリア⼀帯のまちづくりが⾏われている事例を抽出した。

事例抽出の視点 事例 参考となるポイント

国内事例 ⼤型MICE +⼀体開
発＋埋め⽴て地

• みなとみらい21地区（横浜）
• ⼟地所有者、事業者等で構成される⼀
般社団法⼈がエリアマネジメントを主導。

• ⾃治体が主体となりMICEと周辺エリアの
⼀体的なまちづくりを実施。

海外事例 ⽂化センター＋⼀体開
発＋埋め⽴て地 • ⻄九⿓（⾹港）

• 埋め⽴て地における⽂化地区をテーマにし
た新しいまちづくり事例。

• オープンスペースを活⽤したエリアマネジメン
トの実施。
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(4)国内外の魅⼒的なまちづくり事例 ②みなとみらい21地区（横浜）
5．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

XX

タイプ ⼤型MICE + ⼀体開発
所在地 横浜市

⼈⼝ 就業⼈⼝ １９万⼈、居住⼈⼝１万⼈

事業期間 1983（昭和58）年度〜

地域内のMICE施設 パシフィコ横浜
出典︓横浜市ホームページ

出典︓横浜市ホームページ、みなとみらいエリアマネジメントホームページをもとに作成

► みなとみらい２１地区は、関内・伊勢佐⽊町地区と横浜駅周辺地区に⼆分されてい
た都⼼機能を⼀体化し、企業やショッピング・⽂化施設等を集積している。これにより
市⺠の就業の場や賑わいの場を創出し、経済の活性化と経済基盤を確⽴することで、
横浜の⾃⽴性を強化している。

► 横浜市MICE事業戦略は、ソフト⾯①誘致 ②開催⽀援 ③ 地域連携、 ハード
⾯④施設拡充 ⑤施設機能強化 ⑥周辺まちづくりとの⼀体的推進 の６つの柱
からなる。

出典︓みなとみらいエリアマネジメントホームページ

みなとみらい２１地区の歩⾏者ネットワーク

みなとみらい２１地区全景

にぎわい利⽤の対象となる公共空間

▶ みなとみらい21地区内の⼟地・建物所有者、施設管理運営者等多様な主体に
より構成されている組織である。

▶ エリアマネジメントとして、まちづくり調整事業、⽂化プロモーション事業、環境対策
事業等を⾏うことにより、みなとみらい地区の魅⼒・価値の維持向上を図っている。

▶ 「周辺まちづくりとの⼀体的推進」の⽅向性 においては、来街者の滞在環境の向
上、観光⽂化や商業飲⾷など既存の集積をいかしたアフターコンベンションの 充
実 、ＭＩＣＥ施設へのアクセス性の向上といった視点でまちづくりを検討する。

► ⼀般社団法⼈横浜みなとみらい２１がエリアマネジメントを包括的に実施している。

► ⾃治体によるMICEを含めたエリア全体の都市計画と、事業者等からなる
団体によるエリアマネジメントが相乗効果となり、まちづくりが⾏われている。
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(4)国内外の魅⼒的なまちづくり事例 ③⻄九⿓（⾹港）
5．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

XX

タイプ ⽂化センター＋⼀体開発+埋め⽴て地

所在地 ⾹港⻄九⿓⽂化地区

事業期間 2008年〜

出典︓West Kowloon Cultural District Authority https://www.westkowloon.hk/en/home/home-page をもとに作成

► 1990年代にAirport Core Programme の⼀部として埋め⽴てられた⼟地。

► ⻄九⿓は芸術、教育、公共空間が融合する世
界最⼤の⽂化地区を⽬指して開発されている。

► 最⼤限の安全性の確保、渋滞と環境汚染の最⼩化のため、交通網や駐⾞場は地
下に設置。

► public open spaceとして23ヘクタールが確保されている。

▶ オープンスペースはエアパフォーマンス、アート作品の展⽰、サンセットの観賞、ラン
ニング等、みなが楽しめるスペースとして計画。

▶ ⾹港最⼤規模のプロジェクト（総⾯積40ヘクタール以上）
▶ アジアを中⼼としたコンテンポラリーアートを集めるM+パビリオン、伝統芸能である
広東オペラを扱う戯曲センター（Xiqu Centre）などの⽂化センター他、市⺠の
憩いの場となるオープンスペースも設置。

▶ ⽂化センターと⼀体のまちづくりが⾏われている。
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XX

▶ ⼤型MICE施設との連携について、⼀般的には、公募・選定段階、整備・運営段階 において、以下のような連携が
考えられる。

▶ 実際の連携にあたっては、それぞれの事業スキームによって、官⺠の業務・リスク分担が異なることから、現時点では代
表的な連携⼿法について、整理する。

5．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

(5)沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討①

検討段階 公募選定段階 整備・運営段階

公募書類作成

事業条件の検討

マーケットサウンディン
グ

選定委員会

モニタリング⽅策検討 モニタリング⽅策具体化 モニタリング

競争的対話 契約交渉等

整備 運営

連携⽅策の協議

合同実施等

連携⽅策の要求⽔準化
３者間協定等の検討

共同選定
委員の互選等

実施体制の共通化
運営開始後の情報
共有ルール化

対話等の過程で
のヒアリング等

3者間協定、パー
トナーシップ協定
等の設定

説明会等の共同実施

エリアマネジメントでの協同
広域的な情報発信の協同
⼀体的な施設利⽤に関する

事前協議 等

実施プロセスの整理
有識者委員会等の協同

住⺠説明会
合同ワークショップ
の開催等

合同でのモニタリング



67

XX

▶ 前ページで整理した連携⽅策について、⼤型MICE施設のスケジュールが変更となるなどの状況を鑑み、官官連携⽅
策について以下の⼿法について、⽐較整理した。

連携
⽅法

選定段階での意⾒聴取 共同選定 パートナーシップ協定 エリアマネジメント 合同モニタリング

段階 公募・選定 公募・選定 整備・運営 整備・運営 整備・運営
概要 • 施設の所在⾃治体と

なる与那原町、沖縄県
に対して、選定段階で
の意⾒聴取、ヒアリング
を⾏う

• 選定委員への⾃治体職員
（⾸⻑等）の参加、⼀体で
の選定基準の作成、⼀体で
の選定委員会運営等を⾏う

• ⼀体で選定する場合、公募
実施時期、配点等の検討に
時間を要する可能性がある

• 事業を⾏う⾃治体とは異な
る⾃治体と⺠間事業者の
間で協定を締結する
（例︓県が⼤型MICE施
設事業で⺠間事業者Aを
選定した場合に、Aと与那
原町が協定を締結する）

• 協議会、まちづくり会社
（※）等の設置により、
⼀体的に運営を⾏う

• 事業実施時期がずれる
場合に、先に選定される
事業者が後続の事業に
おいて、⼀定の運営上の
関与を⾏う等も考えられ
る

• モニタリング実施⼿法の共
通化、合同での委員会回
浅井、定期的な有識者
等による第三者委員会の
開催等を⾏う

本事業へ
の適⽤へ
の課題

• ヒアリング内容の契約
書上の位置づけの整理
が必要

• 事前に県・町で調整し、
要求⽔準化するケース
も想定される

• 選定基準や公募プロセスを⼀
体化する場合は、公募スケ
ジュールの調整が発⽣

• 選定委員等での連携であれ
ば、公募時期には影響がない

• 事前に協定の締結、協定
への記載内容概要の合意
等が想定される

• 3者間協定とするか、締結
時期等についても、事前に
整理が必要

• 実施⽅式、実施内容に
ついての事前整理、詳細
検討が必要

• 公募実施時期がずれる
場合、公募の公平性の
確保が必要

• 各々の事業情報を第三
者となる県（または町）
に対して開⽰する事項を
契約段階で整理シておく
ことが必要

• モニタリング費⽤の分担等
の整理も発⽣

参考事例 • 国管理空港コンセッショ
ン

• 九段第3合同庁舎・千代⽥
区役所本庁舎整備等事業
等

• 国管理空港コンセッション • ⼤阪「うめきた」プロジェク
ト 等多数

• 北海道7空港コンセッショ
ン

（※）︓マリンタウン地区での公共施設等に基づく収益を主な原資とし、施設間での利⽤等調整や、地域運営に係る事業実施等を通し
てまちづくるを推進するための法⼈を想定。都市再⽣推進法⼈制度等の活⽤も含め、事業実施主体との関係、モニタリングのあ
り⽅の整理等について、実現にあたっては詳細な検討が必要。

5．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

(5)沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討②
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(6)代表的な連携⽅策の整理 ①パートナーシップ協定
5．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

▶ 国管理空港における公共施設等運営権事業においては、国が選定する事業者が、空港所在⾃治体である都道府
県や市町村との間で、パートナーシップ協定というものを締結している。

▶ パートナーシップ協定は公共施設等運営権契約とは独⽴したものであり、国は協定の当事者とはならず、事業者と⾃
治体の間での協⼒項⽬や、協議会の設置等について規定されている例がある。

▶ 本事業では事業特性も鑑み、採⽤される場合には事業者、県、町の3者間での協定締結という可能性も考えられる。

出典︓福岡市・福岡国際空港株式会社 パートナーシップ協定書

国

空港運営SPC

⺠間事業者 所在⾃治体

基本協定

運営権
契約

パートナーシップ
協定

国管理空港における公共施設等運営権事業における
パートナーシップ協定

福岡市・福岡国際空港株式会社
パートナーシップ協定書（抜粋）

（⽬的）
第１条 本協定は，⼄による福岡空港特定運営事業等の実施に関して，甲及
び⼄が互いの資源を有効に活⽤し，相互の協⼒と密接かつ持続的な連携により，
福岡空港及び空港周辺地域の活性化を図ることを⽬的とする。
（協⼒，連携事項）
第２条 甲及び⼄は，前条の⽬的を達成するため，相互に情報提供及び意⾒
交換に努めるとともに，次の各号に定める事項について，積極的に協⼒，連携す
るよう努めることに合意する。なお，各号に関する具体的な取組の内容については，
甲及び⼄が協議の上，別途合意するものとする。

(1) 地域との共⽣に関すること
(2) 福岡空港の利⽤促進に関すること
(3) 福岡空港の利⽤者利便の向上に関すること
(4) その他，福岡空港及び空港周辺地域の活性化に関し，必要と認め
られること

２ 甲は，空港所在の地元⾃治体として，地域の意向の反映を図るため，空港
運営に関する協議の場を設置し，⼄は，これに参加する。なお，本協議の場の
設置，運⽤に関する詳細については，甲及び⼄が協議し，合意した上で要綱を
別に定める。
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(6)代表的な連携⽅策の整理 ②エリアマネジメント
5．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

XX

▶ 沖縄県では運営段階において、エリアマネジメントに関する連携について、以下の3パターンを⼤型MICE、関連施設
の施設整備・運営のスキームととして検討しているので、これに与那原町が参画することが考えられる。

出典︓沖縄県マリンタウンMICEエリアの形成に向けたPPP導⼊可能性調査業務 報告書（公表版）令和2年3⽉
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▶ 沖縄県では与那原町の3街区の内、東浜77番地（与那古浜公園）でのイベント開催等における連携をそうていし
ている。そこで、東浜77番地（与那古浜公園）の開発・運営のプロセスにおいて、沖縄県と与那原町間で以下の連
携が考えられる。

【東浜77番地（与那古浜公園）における沖縄県と与那原町間での連携】
①計画策段階で連携
②実施⽅針の連携項⽬を設定
③選定における県との⼀部共同化
④設計の連携
⑤イベント運営等で連携

▶ ⼀⽅、沖縄県は、⼤型MICE、関連施設の施設整備・運営の⽅式を、現時点では絞り込んでいない。
▶ そこで、 そこで仮に、与那原町がPFI-BOT（独⽴採算）⽅式を採⽤できた場合での沖縄県とのエリアマネジメントの
連携⽅式のメリット・デメリットを検討した。

5．沖縄県⼤型MICE施設との連携の検討

(6)代表的な連携⽅策の整理 ②エリアマネジメント

XX

与那原町のメリット 与那原町のデメリット

県主導⽅式
・県と与那原町の調整になるため、官同⼠の調整のし
やすさがある。

・PPP事業主体であるSPC等が県と調整せざるを得
なくなり、与那原町がSPCを⽀援する必要性が⽣じ
るなど負担が⽣じる。

まちづくり会社⽅
式

・まちづくり会社がモニタリングや施設間の調整機能を
果たすので、与那原町の負担は軽減される。会社法
により株主の権限が守られるので透明性がある。

・まちづくり会社への出資を要請される可能性がある。

協議会⽅式
・専⾨的ノウハウの導⼊スピードは速くなる。 ・業務執⾏者の判断で業務の優先順位がつけられ

るので、与那原町の影響⼒は希薄化する可能性が
ある。
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１ ⽇本政府が主導するスマートシティ政策
６．PPP事業⼿法の検討・財政シミュレーション
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(1) 事業⼿法の検討及び財政シミュレーションの進め⽅
６．PPP事業⼿法の検討・財政シミュレーション

事業⼿法の検討
▶ マーケットサウンディングにおいては、以下のような意⾒が⾒られた

▶ それぞれの街区単体では、独⽴採算での事業運営は難しいが、⼀体的に⾏うのであれば、独⽴採算での事
業運営が可能と考えられる

▶ スポーツツーリズムの拠点的施設を中⼼とした⼀体的な運営
▶ そのため、独⽴採算の事業運営を想定した2種類の事業スキームについて、公設公営と合わせて⽐較検討を⾏った

▶ 現時点では、3街区同⼀の事業⼿法を取ることを想定している
▶ 次年度以降に各街区の条件の詳細な検討に合わせて、それぞれ別の事業スキームを取ることも考えられる

財源調査
▶ 3街区のうち2街区は現在、沖縄県市町村⼟地開発公社与那原⽀部が所有する⼟地であることから、公社から
⼟地の利⽤権（所有権等）を町に移転する⽅法について、財源の⾯から整理を⾏った

財政シミュレーション
▶ 3街区について財政シミュレーションを⾃治体、⺠間の双⽅について実施した

▶ 上記の公設公営を含めた3種類の事業スキームに対して、財政シミュレーションを⾏い、⽐較検討した。
▶ 施設内容については、スポーツツーリズムを想定した事業イメージを仮に設定し、独⽴採算での事業運営を
⾏った場合の事業条件について整理した。
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(2) PPP事業⼿法の検討
６．PPP事業⼿法の検討・財政シミュレーション

▶ マーケットサウンディング調査結果を踏まえて、⺠間が独⽴採算で事業実施することが想定されるため、設備投資等
において⾃由度の⾼い所有権や公共施設等運営権が⺠間に与えられる⽅式について⽐較検討を⾏った。

▶ PFI- BOT(独⽴採算)⽅式が町の負担が最も軽減されるが、⺠間にとっては最もリスクが⾼いため、次年度以降の
さらなる調査で、詳細な事業条件の調査を⾏うことが必要と考えられる。

①公設公営（PSC） ②BT+コンセッション ③PFI- BOT（独⽴採算）⽅式
計画、要求⽔準策定 ⾃治体 ⾃治体 ⾃治体
資⾦調達/整備/管理運営 ⾃治体/⾃治体/⺠間 ⺠間/⺠間/⺠間 ⺠間/⺠間/⺠間
⼟地所有/施設所有 ⾃治体/⾃治体 ⾃治体/⾃治体 ⾃治体/⺠間
⽀払（整備/運営） ⼀括払/独⽴採算 分割払/独⽴採算 独⽴採算/独⽴採算
運営に関して⾃治体が受け
取る対価

指定管理者制度として、負担⾦等を毎年
受領する 運営権対価を分割または⼀括で受領 公共施設であることを配慮して減免した地

代等を受領することも想定される

⾃治体側

負担程度 ⾼ 中 低
主なリスク 収⽀変動、施設所有に係るリスク 施設所有に係るリスク 事業撤退、⼟地所有に係るリスク

特徴
事業に係るリスクをすべて負担する

設備投資等に関しても⾃治体側で検討が
必要

施設の改修等について、⾃治体が確認す
る必要がある

事業に係るリスクがほとんど発⽣しない
事業終了時の建物⼟地の取り扱い、サー

ビス継続⽅法について要検討

⺠間側

負担程度 低 中 ⾼
主なリスク ほとんど発⽣しない 収⽀変動に係るリスク 収⽀変動、施設所有に係るリスク

特徴 ⾃治体の設定した条件に基づき運営する
リスクの低い事業

施設改修等について、所有権の場合に⽐
べて⾃由度が低い

施設所有に基づくコストが発⽣しない

整備、運営いずれにおいても⾃由度が⾼
い事業が可能

施設所有に基づくコストが発⽣する
成⽴の難易度 易 中 難
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(3) PPP事業⼿法・スキームの官⺠の役割とリスク分担の検討
６．PPP事業⼿法の検討・財政シミュレーション

⾃治体

①出資

⾦融機関
④融資

⑪返済

③契約
⑤発注
⑦⽀払
⑫配当

②契約
（実施⽅針より事業の特定化）

⑬モニタリング
⑧地代・税⾦⽀払

利⽤者
⑨サービス

⑩利⽤料⽀払
⑥

建築/業務
サービス

PPP/PFI事業（例）
の官⺠役割分担
PFI- BOT(独⽴採算)⽅式

地主

建屋所有

▶ 現在、与那原町で想定しているPPP事業（例）は、 PFI- BOT(独⽴採算)⽅式でおおよそ以下の役割分担となる。
この時の、官⺠のリスク分担は以下の通り。

リスク リスク回避策

⾃治体 ① 実施⽅針に基づく契約が履⾏されないリスク
② 地代・税⾦の回収リスク

① モニタリングにより契約履⾏を監視し、不履⾏事項の改善を命令
② モニタリングにより事業継続性を監視し、⽀援策を検討

⺠間会社 ① 特定⽬的会社の事業リスク
② 利⽤者からの苦情リスク

① 環境変化に応じた事業計画やサービスの⾒直し（⾃治体との協議）
② ⺠間ノウハウによる利⽤者満⾜の向上施策の遂⾏

⺠間会社 B
（建設会社)

⺠間会社 C
（管理会社)

⺠間会社 D
（運営会社)

⺠間会社 A
（オーナー会社)

特定⽬的会社（SPC)など

【注記】本スキーム図では、PPP/PFIでスタ
ンダードな特定⽬的会社で記載。
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(４)財源調査
６．PPP事業⼿法の検討・財政シミュレーション

▶ 与那原町が沖縄県町村⼟地開発公社与那原⽀社（以下、「与那原⽀社」）から⼟地の利⽤権原を得る場合、⼟
地の取得、有償での貸付、使⽤貸借が想定され、その財源についての考え⽅は下表のとおり。

▶ 「公有地の拡⼤の推進に関する法律」（昭和四⼗七年法律第六⼗六号）（以下、「公拡法」）においては、⼟地
開発公社が設⽴主体である与那原町に対して⼟地を処分する場合に、その対価設定に関する制限はみられない。

⼿法 財源 備考
取得 公共施設等運営権

対価 等の⺠間事業
者からの⽀払い

•収益が発⽣する事業である場合に、想定される
•⽀払⽅法について、初期⼀括、期中で分割、プロフィットシェア等の⽅法が考えられる
•取得対価の設定⽅法の整理が必要※

起債 •事業収⽀がマイナスである場合に、公共側で負担することが考えられる
•取得対価の設定⽅法の整理が必要

借地 借地料 •定期借地等により、⼀定の期間⼟地を利⽤することが考えられる。
•暫定利⽤または⼟地の管理の⼀部として、与那原⽀社の定款及び業務⽅法書との整合が必要
•中⻑期的な利⽤を考える場合には、公拡法17条1項1号、暫定利⽤の場合は同2号での整理
が考えられる

使⽤貸借 不要 •暫定利⽤または⼟地の管理の⼀部として、与那原⽀社の定款及び業務⽅法書との整合が必要

※他の⼟地開発公社の業務⽅法書では、⼟地の処分価格の決定について以下のような規定がなされている
太宰府市⼟地開発
公社業務⽅法書

第9条 公社が売却する⼟地の処分価格は、当該⼟地の取得価格に、取得及び管理(造成を含む。)に
要した経費、取得から売却時までの利⼦相当額、事務費3％以内等を加算した額とする。ただし、これに
より算定した額が、時価に⽐し著しく低いと認められるときは、時価を基準として定める額とすることができる。

新宿区⼟地開発公
社業務⽅法書

第11条 譲渡価格は、次の各号に掲げる経費を勘案して得た額とする。
[1] 取得価格 [2] 管理に要した経費 [3] 借⼊⾦の利⼦相当の額 [4] その他の経費

第12条 公社が財産を取得及び処分をするに当たってその予定価格が適正であるかどうかについては、区
公有財産運⽤・価格審査会の評定を受けるものとする。
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利益等

利益等
利益等 利益等

利益等

（5）財政シミュレーションの条件①
６．PPP事業⼿法の検討・財政シミュレーション

▶ 現時点で、詳細な条件設定が困難なことから、以下の条件を設定し、財政シミュレーションを実施する。
▶ 施設条件については、仮に⽤途変更が実施された場合を想定した場合の施設規模である。

▶ 財政シミュレーションにあたっては、新規の施設整備を⾏う公設公営をPSC（Public Sector Comparator）とし、
BT+コンセッション、PFI-BOTの2つの独⽴採算を前提としたPPP⽅式と⽐較検討する
▶ 3街区においては、各街区で暫定的または恒常的な事業が⾏われている
▶ ただし、VFM（Value For Money）検討においては、現状継続をPSCとは設定せず、事業内容は同⼀とし、
各ケースの間での⽐較を⾏う

▶ 実際の事業着⼿可否に関しては、暫定的な事業を排した恒常的な事業のみを継続する現状継続と、コスト発
⽣がなく、独⽴採算で⺠間が事業運営するケースの⽐較も⾏う

対象 想定⽤途 施設概要
東浜25番地 合宿所等 •室数200室、延床⾯積8,000㎡とする
東浜107番地 2F以上︓ホテル 1F︓商業 •室数100室、延床⾯積4,500㎡とする
東浜77番地 売店レストラン等 •延床⾯積500㎡とする

現状 公設公営（PSC） BT+コンセッション PFI-BOT

収⼊
費⽤

収⼊ 指定管理
料

設備投資 運営権
対価

サービス購
⼊費

収⼊ 費⽤

運営権
対価

サービス
購⼊費 費⽤

地代税⾦等

収⼊ 費⽤

設備投資設備投資

地代税⾦等

公共 ⺠間 公共 ⺠間

コスト
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（5）財政シミュレーションの条件②
６．PPP事業⼿法の検討・財政シミュレーション

▶ 現時点で、詳細な条件設定が困難なことから、以下の条件を設定し、財政シミュレーションを実施する。

対象 項⽬ ①公設公営（PSC） ②BT+コンセッション ③PFI- BOT（独⽴採算）⽅式
東浜25
番地

収⼊ •県報告書※1の調査結果を参考に、1室あたり料⾦を15,000円、稼働率を60%とする
•宿泊者は原則施設利⽤料は免除されるものと想定し、宿泊者以外の施設利⽤収⼊として、仮に利⽤料⾦収
⼊の10%と設定する

⽀出 • ジャパン・ホテル・リート投資法⼈の直近の運⽤実績から、仮に、ベースケースのGOP率※2を25%、BT+コン
セッション、PFI-BOTの場合を30%と設定する

整備費⽤ •整備費単価は、県報告書での調査結
果を参考にベースケースを30万円/㎡と
する

• VFMマニュアル※3を参考に、
削減率を、15%と設定する

• VFMマニュアルを参考に、削減率
を、15%と設定する

東浜
107番
地

収⼊ •県報告書での調査結果を参考に、1室あたり料⾦を10,000円、稼働率を70%とする
• 1F商業施設は、県報告書の調査結果を参考に、2,000円/㎡・⽉の賃料設定とする

⽀出 • ジャパン・ホテル・リート投資法⼈の直近の運⽤実績から、仮に、ベースケースのGOP率※2を25%、BT+コン
セッション、PFI-BOTの場合を30%と設定する

整備費⽤ •整備費単価は、県報告書での調査結
果を参考に35万円/㎡とする

• VFMマニュアル※3を参考に、
削減率を、15%と設定する

• VFMマニュアルを参考に、削減率
を、15%と設定する

東浜77
番地

収⼊ •県報告書の調査結果を参考に、2,000円/㎡・⽉の賃料設定とする
⽀出 •植栽管理等費⽤として、現状同等の650万円/年と設定する
整備費⽤ •整備費単価は、県報告書での調査結

果を参考に18万円/㎡とする
• VFMマニュアル※3を参考に、
削減率を、15%と設定する

• VFMマニュアルを参考に、削減率
を、15%と設定する

※1 県報告書︓沖縄県マリンタウンMICEエリアの形成に向けたPPP導⼊可能性調査業務 報告書（公表版）令和2年3⽉
※2 GOP率:ホテル事業における利益率の指標の⼀つ。売上からホテル運営に係る費⽤を除いたもの。施設や資⾦調達に係る費⽤は、含まない。
※3 VFMマニュアル︓「VFM簡易算定モデルマニュアル」国⼟交通省
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（5）財政シミュレーションの条件③
６．PPP事業⼿法の検討・財政シミュレーション

▶ 現時点で、詳細な条件設定が困難なことから、以下の条件を仮で設定し、財政シミュレーションを実施する。

項⽬ ①公設公営（PSC） ②BT+コンセッション ③PFI- BOT（独⽴採算）⽅式
共通条件 •整備期間、1年、運営期間30年と仮に設定し、整備、運営開始は⼀⻫に⾏うものとする

•割引率は、近時の30年国債を参考に、1%とする
•販管費、共通費として、販管費・共通費として、整備期間は1,500万円、運営期間は3,000万円と設定する
•簡易的に、減価償却前税引前利益※1を算定し、設備投資を⾜し合わせてFCF※2を算定する

資⾦調達 •公共側で起債する場
合の⾦利について、仮
に1%と設定する

•⺠間で資⾦調達する場合、約50%を出資、残りをプロジェクトファイナンスで調達す
るものとする

•⺠間資⾦調達における⾦利条件は、仮に2％とし、アップフロントフィーを1%とする
追加的費⽤ - • SPC設⽴費⽤について、VFMマニュアルを参考に、1,000万円と設定する

•初期の公募アドバイザリー費⽤として、VFMマニュアルを参考に、10,000万円と設
定する

•公共側のモニタリング費⽤として、仮に1,000万円/年と設定する
税⾦ •法⼈税率を23.2%、町⺠法⼈税率を6%、実効法⼈税率は、30%とする

- - •固定資産税は、1.4%とし、税額の算定にあたっては、
簿価を⽤いて計算する

•不動産取得税は、4%とし、減免措置により、2%と
設定する

※1 減価償却前税引前利益：営業利益に減価償却費を加えたもの。減価償却や法人課税は国や自治体で異なることから、横並びで事業性を比較する指標として利用される。
※2 FCF：フリーキャッシュフロー、減価償却前税引前利益と設備投資の合算で求められる。出資者等の資金拠出者に所属するキャッシュ・フロー。
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（6）財政シミュレーションパターンの整理
６．PPP事業⼿法の検討・財政シミュレーション

▶ ここまでの前提条件について、各パターンごとに下表の通り整理した。
①公設公営（PSC） ②BT+コンセッション ③PFI- BOT（独⽴採算）⽅式

当初整備
費⽤

調達 公共 ⺠間 ⺠間
⾦利負担（平均値） 11千円／年 21千円／年 21千円／年

施設
所有

整備期間中 公共 ⺠間 ⺠間
運営期間/終了後 公共/公共 公共/公共 ⺠間/更地返還
⼟地 公共所有 公共所有 公共所有

想定される運営者の位置づけ 指定管理 運営権+指定管理 PFI契約+指定管理

⺠間側

収⼊
運営収益 - ● ●
指定管理料 ● - -

⽀出

運営権対価等 - ● -
運営⽀出 ● ● ●

SPC設⽴費⽤ - ● ●
⾦利負担 - - ●
固定資産税 - - ●
法⼈住⺠税 - ● ●

公共側

収⼊

運営収益 ● - -
運営権対価等 - ● -
固定資産税 - - ●
法⼈住⺠税 ● ● ●

⽀出

指定管理料 ● - -
モニタリング費⽤ - ● ●
町債 元本 ● - -
町債 ⾦利 ● - -
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（7）財政シミュレーション結果の概要 ①フリーキャッシュフローの算出
６．PPP事業⼿法の検討・財政シミュレーション

▶ 前提条件に基づくシミュレーション結果については、以下のとおり。
▶ ①の場合は、東浜107番地は、累計FCFがマイナスだが、②、③の場合は、3街区それぞれFCFがプラスとなっている
▶ ②の場合は、公共側のコストが税収だけで賄えないため、これ以上の運営権対価がある場合にVFMがあると考えられる

（百万円）

※1 ⺠間側では、収⽀はゼロとなるよう指定管理料を⽀払う想定としており、①の場合のみ、⺠間ではなく、公共側の収⽀となる。

項⽬ ①公設公営（PSC）※1 ②BT+コンセッション ③PFI- BOT（独⽴採算）⽅式

⺠
間

東浜
25番地

累計
売上 22,667 22,667 22,667
減価償却前税引前利益 5,667 6,800 6,800

設備投資 初期＋⼤規模修繕 3,360 3,000 3,000
累計FCF 2,307 3,800 3,800

東浜
107番地

累計
売上 7,881 7,881 7,881
減価償却前税引前利益 1,970 2,364 2,364

設備投資 初期＋⼤規模修繕 2,205 1,969 1,969
累計FCF -235 396 396

東浜
77番地

累計
売上 360 360 360
減価償却前税引前利益 165 165 165

設備投資 初期＋⼤規模修繕 126 113 113
累計FCF 39 53 53

共通
販管費、⼀時費⽤等 915 915 1,929
⾦利負担 363 704 704

全体 累計FCF 1,196 3,333 2,319

公
共

累計収⼊ 固定資産税・法⼈町⺠税 ー 42 977
累計⽀出 モニタリング費⽤等 ー 410 410
累計収⽀ 収⼊-⽀出 ー -368 567
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（7）財政シミュレーション結果の概要 ②現在価値の算出
６．PPP事業⼿法の検討・財政シミュレーション

▶ ①〜③のいずれのケースでも、⺠間、公共の合算FCFは、プラスとなっているため、現状、維持管理コストだけ発⽣している
状況を鑑みると、事業を実施することで、財政にプラスのインパクトがあることがわかる

▶ ②、③については、①に⽐して、合算のFCFが⼤きいことから、運営権対価や地代相当の負担を⾏わない現在のシミュ
レーションパターンにおいては、VFMが発⽣することが考えられる。

（百万円）

項⽬ No.
①公設公営（PSC）

※1 ②BT+コンセッション ③PFI- BOT（独⽴採
算）⽅式

⺠間

東浜25番地 累計FCF A - 2,307 3,800 3,800
東浜107番
地 累計FCF B - -235 396 396

東浜77番地 累計FCF C - 39 53 53

全体

累計FCF D A+B+C 1,196 3,333 2,319
⾦利負担 E - -363 -704 -704
FCFの割引現在価値 ※2 D’ Dの割引現在価値 455 2,379 1,468
利払後FCFの割引現在価値 F (D-E)の割引現在価値 430 2,043 1,132

指標
E-IRR ※3 G FのIRR 2.4% 9.0% 5.0%
P-IRR ※4 H D’のIRR 1.7% 5.1% 3.5%

公共 全体
累計FCF I - - -368 567
累計FCFの割引現在価値 I’ Iの割引現在価値 - -334 494

J F + I’ 430 1,709 1,626

※1 ⺠間側では、収⽀はゼロとなるよう指定管理料を⽀払う想定としており、①の場合のみ、⺠間ではなく、公共側の収⽀となる。
※2 割引現在価値︓各年度ごとに⽣じるキャッシュフローについて、事業開始年における事業価値を求めるもの。
※3 E-IRR︓出資額に対する収益率の指標。事業者の出資⾦の現在価値と、FCFの現在価値が等しくなる割引率に該当する。出資者の採算性の指標の⼀つ。
※4 P-IRR︓事業そのものの収益率の指標。設備投資総額の現在価値と、FCFの現在価値が等しくなる割引率に該当する。事業⾃体の採算性の指標の⼀つ。
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１ ⽇本政府が主導するスマートシティ政策
7．事業⼿法・スキームの定性的評価
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(1) 事業⼿法・スキームの定性的評価⽀援
7．事業⼿法・スキームの定性的評価

XX

▶ 代表的なPPP事業⼿法・スキーム毎に、与那原町の3街区の⼀体的な運営についての⽐較が下表。与那原町の負
担軽減の点では、PFI-BOT⽅式が想定される。今後事業者との意⾒交換や財政シミュレーション等を通して、より詳
細な検討を進める必要がある。

▶ 与那古浜公園については、3街区の事業期間に配慮しつつ、Park-PFIの導⼊についても整理検討する。

指定管理（ベースケース） BT+コンセッション PFI- BOT（独⽴採算）⽅式
• 公共が建築主となり施設を整備
• ⺠間に維持管理業務を委託する
• 全期間を通して公共側が施設を
保有し、維持管理する

• PFI-BT⽅式で施設を整備
• 事業期間中は、公共が施設を所
有し、運営権に基づき施設を運
営

• PFI-BOT⽅式で施設を整備
• 事業期間中は、⺠間が施設を所有

資⾦調達/整備/管理運営 ⾃治体/⾃治体/⺠間 ⺠間/⺠間/⺠間 ⺠間/⺠間/⺠間
⼟地所有/施設所有 ⾃治体/⾃治体 ⾃治体/⾃治体 ⾃治体/⺠間
⽀払（整備/運営） ⼀括払/独⽴採算 分割払/独⽴採算 独⽴採算/独⽴採算
⼟地に関する契約 ①使⽤貸借

②事業⽤定期借地(10年以上)
③事業⽤定期借地(10年以上)とし
契約満了時に売却

①使⽤貸借
②事業⽤定期借地(10年以上)
③事業⽤定期借地(10年以上)とし
契約満了時に売却

①事業⽤定期借地(10年以上)
②事業⽤定期借地(10年以上)とし
契約満了時に売却

③⼀部街区に①か②と、⼀部街区に売却
を組み合わせて包括契約締結

公共側 • 公共で施設所有する
• 包括的に⺠間に委託する場合でも
事業主体は公共となる

• 事業リスクが発⽣する可能性

• 起債等の資⾦調達は不要
• 施設所有に係る事業リスクが発⽣す
る可能性

• ①施設所有のための⽀出が不要
• ②⼟地契約について取りうるオプションが
多い

⺠間側 • 施設所有が公共であり、⺠間裁量
での設備投資に制限

• ⺠間側で資⾦調達が必要
• 運営権に基づき、⺠間裁量での設備
投資が容易

• ⺠間側で資⾦調達が必要
• 事業リスクが⾼い可能性
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(2) 事業⼿法・スキームの定量的評価⽀援①︓ VFMについて
7．事業⼿法・スキームの定性的評価

XX

▶ PPP/PFIの評価は、VFMで評価されることが多い。
▶ VFMは、Value for Moneyの略。PSC（Public Sector comparator）と PFI-LCC（ライフサイクルコスト）の
差額をさす。

出典︓「VFM簡易算定モデルマニュアル」 国交省
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(2) 事業⼿法・スキームの定量的評価⽀援②︓ VFMについて
7．事業⼿法・スキームの定性的評価

XX

▶ VFMの源泉は、何らかのコスト削減⼜は収益向上 のいずれかである。
▶ 検討段階では、収益向上側を過度に⾒込むことは危険であり、コスト削減を基本として検討することが多い。

出典︓「平成29年度 官⺠連携事業の推進のための地⽅ブ
ロックプラットフォーム 〜PPP/PFI研修〜 」 ⽇本経済研究所
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(2) 事業⼿法・スキームの定量的評価⽀援③
7．事業⼿法・スキームの定性的評価

XX

▶ 下表は、６（７）の再掲である。
▶ ②、③については、①に⽐して、合算のFCFが⼤きいことから、運営権対価や地代相当の負担を⾏わない現在のシ
ミュレーションパターンにおいては、VFMが発⽣することが考えられる。

▶ また、現在は、コストのみ発⽣している状況であることから、①の場合でも、財政へのプラスの貢献があることが想定され
る。 （百万円）

※1 ⺠間側では、収⽀はゼロとなるよう指定管理料を⽀払う想定としており、①の場合のみ、⺠間ではなく、公共側の収⽀となる。
※2 割引現在価値︓各年度ごとに⽣じるキャッシュフローについて、事業開始年における事業価値を求めるもの。
※3 E-IRR︓出資額に対する収益率の指標。事業者の出資⾦の現在価値と、FCFの現在価値が等しくなる割引率に該当する。出資者の採算性の指標の⼀つ。
※4 P-IRR︓事業そのものの収益率の指標。設備投資総額の現在価値と、FCFの現在価値が等しくなる割引率に該当する。事業⾃体の採算性の指標の⼀つ。

項⽬ No.
①公設公営（PSC）

※1 ②BT+コンセッション ③PFI- BOT（独⽴採
算）⽅式

⺠間

東浜25番地 累計FCF A - 2,307 3,800 3,800
東浜107番
地 累計FCF B - -235 396 396

東浜77番地 累計FCF C - 39 53 53

全体

累計FCF D A+B+C 1,196 3,333 2,319
⾦利負担 E - -363 -704 -704
FCFの割引現在価値 ※2 D’ Dの割引現在価値 455 2,379 1,468
利払後FCFの割引現在価値 F (D-E)の割引現在価値 430 2,043 1,132

指標
E-IRR ※3 G FのIRR 2.4% 9.0% 5.0%
P-IRR ※4 H D’のIRR 1.7% 5.1% 3.5%

公共 全体
累計FCF I - - -368 567
累計FCFの割引現在価値 I’ Iの割引現在価値 - -334 494

J F + I’ 430 1,709 1,626
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(3) PPP導⼊による地域への経済波及効果
7．事業⼿法・スキームの定性的評価

XX

▶ 与那原町には産業連関表がないことから、実消費額等について調査した。
▶ 沖縄県の平成30年度観光統計実態調査・外国⼈観光客実態調査 を参考に、⼊込客数、観光消費額を想定。
▶ ⼊込客の町内消費額について30年間累計で、566億円の消費額を想定、建設投資額について488億円を想定。

国内旅⾏客 海外空路客
宿泊費 26,489 26,053

県内交通費 10,436 11,457
⼟産買物費 13,184 25,071
飲⾷費 16,912 20,904

娯楽・⼊場費 8,436 6,613
その他 1,301 21
消費額計 76,759 90,119

県下での消費額単価︓（円/⼈）

国内旅⾏客 海外空路客 考え⽅
宿泊費 10,000 or 7,500 ホテル料⾦を想定

県内交通費 0 0 0円を想定

⼟産買物費 1,318 2,507 県下消費額の10%を想定

飲⾷費 5,074 6,271 県下消費額の30%を想定

娯楽・⼊場費 1,687 1,323 県下消費額の20%を想定

その他 130 2 県下消費額の10%を想定

消費額計 76,759 90,119

町への消費額単価︓（円/⼈）

投資額
東浜25番地 2,880
東浜107番地 1,890
東浜77番地 108

計 4,878

建設投資額︓（百万円）

国内旅⾏客 海外空路客 合計
宿泊費 21,769 5,606 27,375

県内交通費 0 0 0
⼟産買物費 3,559 1,743 5,302
飲⾷費 13,695 4,360 18,055

娯楽・⼊場費 4,554 919 5,474
その他 351 1 353
消費額計 43,928 12,630 56,558

30年間累計の消費額合計︓（百万円）

国内旅⾏客 海外空路客
H30実績 7,003,500 1,803,700
想定割合 80% 20%

⼊込客数割合

⼊込客数の想定
ホテル、合宿の宿泊者数を元に想定
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１ ⽇本政府が主導するスマートシティ政策
8．今後の進め⽅



89

(１) PPP導⼊に向けた課題・解決の⽅向性と対応策（案）
7．今後の進め⽅

XX

▶ ここまでの調査を踏まえて、想定されていたマリンタウン地区のまちづくりに関する課題に対して、その具体化を図り、⽅
向性を整理した。これらの課題を包括的に解決するための、対応策について、以下の通り整理した。

①町⺠の声に応える
・与那原町にとって東浜野球場・テニス場や与那古浜公園は、スポーツ振興に⽋かせないも
のとなっている。本町のスポーツ振興を図るためにも重要な施設であるため、同施設の機能
維持が必要である。
・沖縄県⼤型MICE開発の遅れがコロナ禍と相まって、地域経済に深刻なダメージを与えて
いる。
・以上2点から、「スポーツを通した教育や健康増進と地域振興」、「⼤型MICEだけに頼ら
ないイベントや来訪者増加による地域振興」を図るため、町⺠との情報共有と対話が必要
である。

②与那原町の財政に負担を掛けずに実現する
・厳しい財政状況が続くと予想されている中、本事業への公共投資は慎重かつ効果的に⾏う
必要があり、限られた財源を有効活⽤するために、⺠間との連携、⺠間投資を最⼤限呼び
込むことが必要である。
・また、⺠間投資主導となる場合に、⺠間ノウハウの最有効活⽤する⼀⽅、町の過度な事業
リスク負担を避けるため、「⺠間保有型（独⽴採算⽅式）」とすることが考えられるが、⺠
間側からみた場合には、事業リスクが⾼い⽅式となる。

③与那原町の⻑期的なまちづくりの視点で意思決定を⾏う
・与那原町は5.18㎢の⾯積でコンパクトな⾃治体であり、東浜マリンタウン地区開発の成否
が町のまちづくりに与えるインパクトは⼤きい。
・現在想定の3街区のPPP事業は、⻑期的な視点で事業の成功を収めなければ、町のまち
づくりが成功したとは⾔い難く、綿密な計画とPPP事業に対し永続的に町が監督する運営
体制の構築が必要である。

①基本計画策定のための事業者候補との
詳細な交渉と具体的な意⾒交換
事業条件、スキームの詳細検討と並⾏し
て、参画可能性のある事業者候補との意
⾒交換、官⺠の役割・リスク分担について
基本計画を策定し、検討を深める。
②スポーツツーリズム需要の調査
スポーツツーリズム事業について、さらなる市
場環境の調査を⾏い、最終ユーザー候補と
も意⾒交換を⾏うことが必要である。
③東海岸地域での広域連携
マリンタウン地区の3街区のみならず、町内
の他施設、東海岸サンライズ推進協議会
に参画している他⾃治体の他施設との連
携等が可能な仕組みを構築し、⼤規模な
誘致集客が可能な体制構築を⽬指す。
④公共の事業への関与
マリンタウン地区のまちづくりの⽬的理念達
成のため、町による事業者へのモニタリング
や事業への関与⽅法を検討する。

課題解決の⽅向性 【対応策】



90

４．マーケットサウンディングを踏まえた検証

【現駐⾞場】
１．デザイナーズホテル
２．商業施設（含︓レストラン）
３．ワーケーション設備

与那原町
１．⼟地所有
２．施設運営
（PPP⼿法）

宿泊客 宿泊客

モニタリング モニタリング

モニタリング

利⽤客
１．プロ、アマ、パラスポーツ選⼿
２．マスターズ選⼿
３．少年サッカー国際⼤会
４．社会⼈・学⽣チーム
５．少年チーム

利⽤客

【沖縄県⼤型MICE関連施設】
１．MICE施設
２．リゾートホテル
（含︓レストラン、温泉スパ）
３．バスターミナル
４．分散型エネルギー
５．マリーナ

【海外、本⼟、県内】

【現東浜野球場・テニスコート敷地】
１．ナショナルトレーニング＆ケアセンター

（含︓フィットネス、温浴施設）
２．宿泊施設（合宿）
３．グラウンド／屋内テニスコート
４．ワーケーション設備

【現与那古浜公園】
１．芝のある公園
２．商業施設（含︓カフェ、バーベキュー）
３．野外ステージ（収納式）
４．イベント会場
５．グラウンド

町内地元団体、スポーツ、医療団体等
商業、飲⾷店、建設、⼯業、漁業、スポーツ、医療

連携運⽤

地元団体が地域振興のために
持続可能なまちづくりに参画する

利⽤客
１．⼤綱曳き
２．野外イベント
３．スポーツ施設利⽤者
４．スーパーヨット⼤会

▶ 本調査により、与那原町への導⼊可能性を検討した施設とその関係の全体像。

（２）与那原町の⽬指すPPP事業の全体像（案）

（仮称）与那古浜Park
＆Cafe

連携運⽤

連携運⽤

（仮称）ナショナルトレーニング
＆ケアセンター

出典：J-Green堺HP 出典：豊島区ホームページ

＊写真は類似施設のイメージ ＊写真は類似施設のイメージ

出典︓Sankei Biz ザ・テラスホテルズ
ホームページ

＊写真は類似施設のイメージ

出典︓沖縄県、与那原町、⻄原町
マリンタウンMICEエリアまちづくりデザイン（仮称）Yonabaru

パークホテル
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(３) PPP導⼊に向けた今後のスケジュール（案）
7．今後の進め⽅

XX

▶ マーケットサウンディング調査によれば、3街区のPPP事業を1つの⺠間コンソーシアムに公募・発注する案が最も有望となった。沖縄県
MICEと連携するのはイベント開催機能を有する与那古浜公園であり、計画・実施⽅針・設計・運営の各段階で連携することを想定。3
街区は、選定された1つの⺠間コンソーシアムにより、早期に開業できるものから3街区施設の連携機能を有しながら順次開業する想定。

【与那原町PPP事業スケジュール（案）】
N年度 N+1年度 N+2年度 N+3年度 N+4年度 N+5年度 N+6年度

１０７番地
（駐⾞場）

与那古浜公園

２５番地
（野球場）

基本計画
策定

実施⽅針
策定
・公募
・決定
・契約

設計 建築 開業

XX【沖縄県⼤型MICE事業スケジュール（与那原町想定）】
N年度 N+1年度 N+2年度 N+３年度 N+４年度 N+5年度 N+6年度

MICE

バスターミナル

ホテル

・公募資料
作成

・エリマネ推
進検討

設計 建築 開業

設計 開業

設計 建築

設計 建築

設計 建築

①計画策段階で連携 ②実施⽅針の連携項⽬を設定
③選定における県との⼀部共同化

⑤イベント運営等で連携MICEと与那古浜公園
のイベント運営で連携

建築

④設計の連携

施設整備の
事業者公募

⇒施設整備の

事業開始

出典︓沖縄県⼤型MICE事業スケジュールは、「沖縄県マリンタウンＭＩＣＥエリアの形成に向けた基本計画の検討状況について（ＭＩＣＥ推進課作成資料（令和２年10⽉））等を参考に
与那原町にて作成。

基本計画
策定

・コロナによる
影響調査

開業

開業

開業


